
 
 

 

八代北部流域下水道指定管理者募集要項 

 

 

公の施設の管理については、平成１５年６月に地方自治法の一部改正（同年９月施行）

により、効果的・効率的な管理運営による住民サービスの向上と経費の節減を図ることを

目的に「指定管理者制度」が創設されたところです。 

熊本県では、公の施設である「八代北部流域下水道」の管理業務についても、設置目的

をより効果的に達成するため、指定管理者制度を導入することとし、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、熊本県下水道事業の設置等に関する条例（昭

和６３年熊本県条例第３８号）第１６条及び熊本県公の施設の指定管理者の指定の手続に

関する条例（平成１６年熊本県条例第４４号）第３条の規定に基づき、八代北部流域下水

道の指定管理者を募集します。 

 

１ 対象施設の概要 

(１) 名 称 

   八代北部流域下水道 

(２) 所在地 

ア 終末処理場（八代北部浄化センター） 

八代市鏡町芝口１１番割５５１ 

イ 砂川ポンプ場 

宇城市小川町新田地内 

ウ 千丁ポンプ場 

八代市千丁町太牟田字平島２２９０－６ 

  エ 宮原ポンプ場 

    氷川町栫字２９３－４ 

オ マンホールポンプ 

八代市千丁町古閑出地内 

カ 幹線管きょ流量測定システム（マンホールポンプ併設分を含む。） 

宇城市小川町南新田地内等３箇所 

キ 砂川右岸､氷川右岸及び氷川左岸幹線止水ゲート並びに放流止水ゲー ト  ４箇所 

ク 幹線管きょ 

八代市ほか計画区域内一円 

(３) 施設の設置目的、役割等 

八代北部流域下水道は、八代平野北部の生活環境の改善及び公共用水域の水質

保全を目的として、八代市（旧八代郡千丁町及び鏡町）、宇城市（旧下益城郡小川

町）及び氷川町(旧八代郡竜北町)の区域を対象に平成７年度から事業着手し、平

成１４年１月に一部の区域を対象に供用を開始しました。 

氷川町宮原処理区（計画処理区域面積 145ha）を地区に編入し、令和８年度から

供用を開始しました。 



 
 

(４) 施設の沿革 

・平成 ７年度   下水道法事業認可 

・平成 ８年度    八代北部浄化センター用地買収、幹線管渠きょ建設工事に着

手 

・平成１４年１月 一部供用開始 

・平成１９年度  砂川ポンプ場供用開始 

・平成２２年度  千丁ポンプ場供用開始 

・令和 ８年度  宮原ポンプ場供用開始 

 (５) 施設内容、規模等 

全体計画と現況の概要 

 全体計画 令和８年３月末現在 

関連市町村 八代市、宇城市、氷川町 

処理面積 １，２２６ha １，１１６ha 
処理人口 ２９，７５０人 ３１，００４人 

排除方式 分  流  式 

処理方式 標準活性汚泥法 

放流水質 BOD:15.0mg/l､SS:30.0mg/l (平均) BOD:1.2mg/l､SS:2.0mg/l 

日最大汚水量 １１，５１０ｍ３ ／日 ９，０７３ｍ３ ／日 

処理能力 

（日最大） 
１３，６００ｍ３ ／日 １３，６００ｍ３ ／日 

主要施設概要 

・終末処理場  4.2ha 

水処理２系列 

・中継ポンプ場 ３箇所 

・幹線管きょ  18.8km 

・終末処理場  4.2ha 

水処理２系列 

・中継ポンプ場 ３箇所 

・幹線管きょ  18.8km 

※ 令和８年度維持管理実施状況等の詳細は別添「八代北部流域下水道指定管理者業務

仕様書」別添「施設概要書」のとおり 

(６) 現在の管理運営体制 

現在の管理受託団体（指定管理者） 

…日本管財環境サービス・三協エンジニアリンググループ 

(７) 施設の利用実績 

過去３年間の年間流入水量の推移 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

流入水量(m３) 2,596,489 2,538,608 2,590,337 

 

 



 
 

２ 施設管理運営と指定管理者募集に当たっての基本的な考え方 

八代北部流域下水道は、八代平野北部に所在する八代市、宇城市及び氷川町で生じる

下水を処理することにより、これら地域の水質の保全と生活環境の改善を図るための、

地域における重要な社会基盤の一つです。 

このたび、八代北部流域下水道事業では、民間の能力を活用しつつ、住民サービスの

向上を図るとともに管理経費の節減を図るため、公募により指定管理者を募集します。 

当事業の管理運営においては、次に掲げる項目を基本的な考え方とします。 

(１) 流域下水道施設を適正かつ効率的に管理運営することにより、放流水質の基準を

厳守すること。 

(２) 生じる汚泥を適正にかつ確実に処理すること。 

(３) 省資源や省エネルギーについても関係機関と協力し推進すること。 

 

なお、物件設置の許可、監督処分等の下水道管理者（県）が行うべき公権力の行使に

係る事務等を指定管理者が行うことはできません(注)。 

(注) 平成１６年３月３０日付け国都下企第７１号国土交通省都市・地域整備局下水道

部下水道企画課長通知（参考資料１） 

 

３ 指定管理者が行う管理業務の基準 

(１) 法令遵守等 

管理運営業務を行うに当たっては、次の法令等を遵守してください。 

ア 下水道法（昭和３３年法律第７９号）、熊本県下水道事業の設置等に関する

条例その他の下水道関係法令 

イ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律１３８号）及び水質汚濁防止法第３条第３

項の規定に基づき排水基準を定める条例（昭和４７年熊本県条例第６３号）その

他の水質規制関係法令 

ウ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）その他の

廃棄物処理関係法令 

エ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）、騒音規制法（昭和４３年法律

第９８号）、振動規制法（昭和５１年法律第６４号）、悪臭防止法（昭和４６年

法律第９１号）その他の環境保全関係法令 

オ 地方自治法その他の行政関係法令 

カ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律

第５７号）その他の労働関係法令 

キ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０

号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、電気事業法（昭和３９年法律

第１７０号）、建設業法（昭和２４年法律第１００号）その他管理物件の維持管

理又は保守点検に関する法令 

ク その他 

   ・ 指定管理者は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個



 
 

人情報の保護に関する法律第６６条第２項第２号の規定に従い、協定にお

いて定める安全確保の措置を講じなければなりません。 

   ・ 指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使する

ときは、熊本県行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

   ・ 指定管理業務を行うに当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管理

し、５年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とします。 

   ・ 指定管理者は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果

ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推

進、廃棄物の適正処理に努めること。 

     また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努める

こと。 

(２) 別添「八代北部流域下水道指定管理者業務仕様書」に定める要求性能を維持達

成するため、下水道施設の運転管理を適切に行ってください。 

(３) 施設設備の維持管理及び物品等の調達管理等を適切に行ってください。 

(４) 見学者対応その他の外来者対応業務等のため、通常業務日の日中勤務時間中は

終末処理場内に常時人員を配置してください。 

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ、協定で定めます。 

 

４ 指定管理者の業務等 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視に関する業務 

(２) 流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び修繕に関する業務 

(３) その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務 

※ 指定管理者が行う業務の範囲の細目的事項、業務対象施設の範囲及び施設増設・更

新計画等については、別添「八代北部流域下水道指定管理者業務仕様書」のとおりで

す。 

 

５ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとします。ただし、管理を継続する

ことが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 

 

６ 管理に要する経費 

八代北部流域下水道の管理に要する経費は、県から支払う委託料によって賄うことと

します。このうち、指定期間中に県が支払う委託料の額は、下記に定める基準価格の範

囲内で、応募事業者から各年度の委託額の提案を求めます。 

なお、県からの委託料の具体額は事業計画書で提示された額に基づき、指定管理者と

県との間で締結する協定書で定めます。 

 

基準価格 

７６７，５９２千円（３年間）（消費税及び地方消費税を含む) 

  （年度別内訳） 



 
 

令和 ９年度 ２６７，３７９千円 

令和１０年度 ２５０，３４６千円 

令和１１年度 ２４９，８６７千円 

※ 消費税及び地方消費税の税率は１０％です。 

※ 基準価格を超える提案があった場合には、第一次審査で失格となりますので、ご

注意ください。 

 

７ 参加資格 

次の要件の全てを満たす法人その他の団体（以下「法人等」という。）でなければい

けません。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

いこと。 

(２) 県内に事業所を有すること。 

(３) 熊本県から指名停止措置又は指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づ

く排除措置を受けていないこと。 

(４) 労働者災害補償保険に加入していること。 

(５) 県税、法人税、消費税、地方消費税等を滞納していないこと。 

(６) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）等に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。また、手形交換所によ

る取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著しく

不健全である者でないこと。 

(７) 賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状態が継続

している場合であって、明らかに指定管理者として不適当であると認められる者

でないこと。 

(８) 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）

（参考資料２）に基づく登録を受けており、かつ下水道法その他関係法令に規定

する資格者等を配置できること。 

(９) 県内における公共下水道又は流域下水道の下水処理施設（１施設当たりの現有処

理能力が10,000ｍ３／日以上で標準活性汚泥法による施設）に係る過去５年以内の

維持管理実績があること。 

(10) 緊急時に対応するための十分な人的・物的な体制を整えていること。 

 

※ 事業協同組合、協業組合その他これらに類する組合等（以下、組合等という。）や複

数の法人等でグループを構成して申請する場合の参加資格の取扱いについては、以下の

とおりとします。 

・参加資格(１)～(７)については、組合等、事業に携わる組合員及び構成員の全部が満

たすこと。 

・参加資格(８)～(10)については、組合等、事業に携わる組合員及び構成員の全部又は

一部が満たすこと。 

また、次の事項について留意してください。 



 
 

・申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、事業に携わる組合員やグ

ループの構成員は他のグループの構成員等となり又は単独で申請を行うことはでき

ません。 

・ 複数のグループを構成する場合、代表団体を選出し、県とのやり取りについては

代表団体が行うこと。 

・ 申請書の記名等については、事業に携わる組合員または構成員全員が行うこと。 

・ 「８ 提出書類」の(３)から(９)については、事業に携わる組合員または構成員

それぞれについて提出すること。また、(９)イについては、組合等またはグループ

で提出すること。 

 

８ 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類を県に提出していただきます。なお、県が必要と認め

る場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

(１) 指定管理者指定申請書（別紙様式１） 

(２) 八代北部流域下水道指定管理者事業計画書（事業計画書）（別紙様式２）及び収

支予算書（別紙様式３） 

(３) 定款、規約又はこれらに類する書類 

(４) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(５) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他

団体の財務状況を明らかにする書類 

(６) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の

内容を明らかにする書類 

(７) 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない

事業者は除く。） 

(８) 納税証明書 

ア  法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

イ  熊本県の県税（同県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を

有する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）について

未納がないことの証明書 

(９) その他知事が必要と認める書類 

ア 法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や執行体制

等がわかるもの及び就業規則又はこれらの準ずる書類） 

イ グループで申請する場合はグループ構成員表及び協定書（構成員の代表団体、役

割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類） 

ウ 指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づく申立書（別紙様式４） 

 

９ 質問事項の受付 

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

(１) 受付期間  令和８年９月４日（金）から令和８年１０月５日（月）まで 

(２) 受付方法  質問票（別紙様式５）に記入のうえ、ファクシミリ又は電子メール



 
 

で提出してください（電話での質問は受け付けません。） 

 

10 図書の閲覧及び現地説明会 

希望者には、次の日程等により、施設機能報告書、維持管理年報その他参考図書の閲

覧及び八代北部浄化センターの施設の現地説明会を行います。現地説明会に当たって

は、法人等の名称及び参加する方の氏名を事前に下水環境課に申し込んでください。 

また、図書閲覧及び現地説明会に当たっては立入禁止箇所には立ち入らないなど、必

ず職員の指示等に従ってください。閲覧中及び施設の確認中の事故等の責任も負いかね

ますので、その旨あらかじめ御了解のうえ申し込んでください。 

(１) 図書の閲覧 

ア 実施期間 令和８年９月４日（金）から令和８年１０月５日（月）まで 

（県の休日を除く。） 

イ 実施時間 午前８時３０分から午後５時まで 

ウ 実施場所 熊本県土木部道路都市局下水環境課（県庁行政棟本館１２階） 

(２) 現地説明会 

ア 実施期間 令和８年９月１６日（水） 

  イ 実施時間 午前１０時から午後０時まで 

  ウ 実施場所 八代北部浄化センター 

※ 見学時間等については、申込に応じ事前に打ち合わせを行い調整します。 

 

11 申請書提出先及び提出期間 

(１) 提出先  熊本県土木部道路都市局下水環境課 （県庁行政棟本館１２階） 

〒862-8570 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

電話 096-333-2529  ファクシミリ 096-385-7398 

(２) 提出期間 令和８年９月１４日（月）から令和８年１０月５日（月）までの日 

（県の休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時までとします。 

※ 郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。 

※ 電子メール、ファクシミリでの提出は認めません。 

(３) 提出部数  正本１部、副本１１部 

副本についてはコピーで構いません。 

 

12 選定方法 

(１) 指定管理候補者選考委員会の選考意見を踏まえて、最終的に県において指定管理

候補者を選定します。なお、指定管理候補者選考委員会では、各委員が次の選考

基準に基づいて審査・採点を行い、選考意見を取りまとめます。 

 

 

 

 

 



 
 

(２) 審査基準と配点 

審査基準及び審査内容 配点 

 事業計画書の内容が、住民の平等な利用を確保することができるものである

か。 

 ・ 施設の設置目的及び県が示した管理の方針 

※選考委員会で否と判断された場合は失格とし、以下の採点は実施しません。 

適・否 

１ 

 

 

事業計画書の内容が、当該公の施設の効用を最大限に発揮させるもので

あるか。 

・  施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

３５ 

２ 

 

 

 事業計画書の内容が、管理に係る経費の縮減が図られるものであるか。 

ア 施設の管理運営に係る経費の内容 

イ 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

２０ 

３ 

 

 

 

 

 

 事業計画書に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的

基礎を有しているか。 

ア 安定的な運営が可能となる人的能力 

イ 安定的な運営が可能となる経理的基盤 

ウ 類似施設の運営実績 

 

３５ 

４ 

 

 

 

 

 その他、当該公の施設の設置目的を達成するために必要と認める事項。 

ア 資源リサイクル、廃棄物の適正処分及び環境問題への取組、グリー

ン購入の推進、省資源・省エネルギーの推進等 

イ 普及啓発・広報活動への取組姿勢・方針等 

ウ 地域経済、地域貢献及び産業振興に対する視点 

１０ 

 合        計 １００ 

 

13 申請に要する経費 

申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。 

 

14 無効又は失格 

本要項中に記載しているほか、以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となるこ

とがあります。 

(１) 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 

(２) 申請書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき 

(３) 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき 

(４) 申請書に虚偽の内容が記載されているとき 



 
 

(５) その他指定管理候補者選考委員会での協議の結果、審査を行うに当たって不適当

と認められるとき 

 

15 選考委員会 

令和８年１０月以降に開催する予定です。 

申請者である法人その他の団体の代表者又は代理の方におかれましては、提案内容等

の説明及び委員からの質疑に対する応答等をお願いします。時間、場所については、後

日連絡します。 

 

16 選定結果等の公表 

応募状況については、申請した団体の名称について公表します。 

選定結果については、各申請者に文書で通知するとともに、県のホームページ上で、

各申請者の得点状況、指定管理候補者の選定理由、指定管理候補者の事業計画の概要等

を公表します。 

 

17 指定管理者の決定及び管理業務に係る委託料 

(１) 指定管理者は令和８年１２月熊本県議会の議決を経て指定されます。 

(２) 議決後に県と指定管理者との間で協定を締結しますが、この協定の管理業務に係

る委託料は、令和８年度から令和１１年度までにおける各年度の予算額以内となりま

すので、申請時に提出のあった管理業務に係る提案価格を下回る場合があります。 

(３) 次に定めるときは、県が委託料を減額することがあります。 

ア 指定管理者が仕様書に定める放流水質基準を達成できないとき、又は仕様書に定

める管理目標基準を頻繁に達成できないとき。 

(４) 次に定めるときは、県と指定管理者が協議のうえ、委託料を変更することがあり

ます。 

ア 各年度において、流入水量実績が仕様書に定める流入予測水量に対して１０００

分の２５を超える相違が見込まれ、県又は指定管理者が流入水量により変動を受

ける費用（電力費、薬品費及び汚泥処分費等）について、委託料の変更を求めた

とき。 

イ 指定管理者が仕様書に定める維持管理水準を満たさず、施設及び設備等に経年劣

化の程度を超えた劣化や破損が認められたとき。 

ウ その他、委託料の額を変更すべき特別な事情が生じたとき。 

 

18 その他 

(１) 提出書類はお返しできません。 

(２) 提出された書類は、必要に応じ複写します。（使用は県庁内及び選考委員会での

検討に限ります。） 

(３) 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

 

 



 
 

19 留意事項 

(１) 指定管理候補者を指定管理者として指定する前において、指定管理候補者が「７

 参加資格」に掲げる要件を欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等によ

り事業の履行が確実でないと認められるとき、若しくは社会的信用を著しく損な

うなど指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、協定を締結しない

又は協定を解除し、指定管理者の指定を行わないことがあります。 

(２) 指定管理者の指定後に、指定管理者が「７ 参加資格」に掲げる要件を欠くこと

となったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められ

るとき、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくな

いと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは

一部の停止を命じることができるものとします。 

 

20 添付資料・様式 

(１) 指定管理者指定申請書（別紙様式１） 

(２) 流域下水道指定管理者事業計画書（別紙様式２） 

(３) 流域下水道管理業務の収支予算書（別紙様式３） 

(４) 指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づく申立書（別紙様式４） 

(５) 質問書（別紙様式５） 

(６) 八代北部流域下水道指定管理者業務仕様書（施設概要書を含む。） 

(７) 八代北部流域下水道の管理運営に関する協定書（案） 

 

《 問い合わせ先 》 

  熊本県土木部道路都市局下水環境課 田山、川野 

   電 話    ０９６－３３３－２５２９ 

   ファクシミリ ０９６－３８５－７３９８ 

   電子メール gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp 

 

 

mailto:gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp


（別紙様式１） 

 

指定管理者指定申請書 

 

                                                              年  月    日 

 

  熊本県知事          様 

                                              所在地 

                                      申請者  団体名 

                                              代表者氏名               

 

 下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

                                    記 

 

  公の施設の名称                流域下水道 

 

 （添付書類） 

１ 指定を受けようとする公の施設の管理に関する事業計画書及び収支予算書 

２ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

３ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

４ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他

団体の財務状況を明らかにする書類 

５ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の

内容を明らかにする書類 

６ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない

事業者は除く。） 

７ 納税証明書 

イ 法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

ロ 熊本県の県税（同県税が課されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を

有するものにあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）につい

て未納がないことの証明書 

８ その他知事が必要と認める書類 

イ 法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や執行体

制等がわかるもの及び就業規則又はこれらの準ずる書類） 

ロ グループで申請する場合は、グループ構成員表及び協定書（構成員の代表団体

、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類） 

ハ 「指定管理者からの暴力団排除に関する合意書」に基づく申立書 

 

 





（別紙様式２－１－１） 

事 業 計 画 書 

                                                                 流域下水道 

１ 法人等の概要 

 

 法人等の名称 

 

 

 

 所 在 地 

 

 

 

 代 表 者 

 

 

 

 法人等設立年月日 

 

 

 

 資本金（基本財産

） 

 

 

 

 従業員（職員）数 

 

   役員    正職員    臨時・パート       合

計 

 

 主な事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 応 募 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内所在の 

 事務所又は事業所 

  

 

 

 

 

事務所名等 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

電話番号 

 

 

 

 

※グループ申請の場合は、別紙様式２－１－２を記入してください。  



（別紙様式２－１－２） 

１－２ グループの概要 

 グループ名  

  

代 

表 

と 

な 

る 

団 

体 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

構 

成 

員 

 

 

 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

構 

成 

員 

 

 

 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



（別紙様式２－１－３） 

１－２ 組合等の概要 

 組合名  

  

代 

表 

と 

な 

る 

団 

体 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

  

事

業

を

担

う

組

合

員 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

事

業

を

担

う

組

合

員 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－１） 

 項         目 

１ 施設の設

置目的及び

県が示した

管理の方針 

ア 施設管理運営に関する基本方針 

 

 

 

２ 施設の維

持管理の内

容、適格性

及び実現の

可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 通常管理運営業務の実施計画 

(1) 運転操作監視業務実施計画 

 ①浄化センター 

 ・水処理施設 

 ・汚泥処理施設 

 ②中継ポンプ場 

 ③マンホールポンプ 

 ④幹線管きょ(接続点)流量測定システム 

 ⑤その他の施設 

 ⑥総合的な運転操作監視計画 

 

(2) 保守点検業務実施計画 

 

(3) 環境計測業務実施計画 

 

(4) ユーティリティ・物品調達管理実施計画 

 

(5) 分解整備工事実施計画 

 

(6) 修繕業務実施計画 

 

(7) 施設清掃・緑地管理業務実施計画 

 ①施設清掃 

 ②緑地管理 

 

(8) 下水汚泥処理、処分等実施計画 

 

(9) 沈砂・しさ（流入汚水中のゴミ）等処理、処分計画 

 

(10) その他の業務実施計画 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－２） 

                  項         目 

２ 施設の維

持管理の内

容、適格性

及び実現の

可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 異常時の管理運営業務実施計画 

 

 

 

 

ウ 業務要求水準達成のための具体的方策 

(1) 放流水質基準 

 

(2) 維持管理要求基準       

                                 

(3) その他                  

 

エ 施設の効率的管理のための提案 

 

 

 

 

 

オ 安全管理に関する方針 

(1) 業務従事者 

 

(2) 見学者 

 

(3) 周辺住民等 

 

(4) 施設のセキュリティ 

 

カ 周辺住民等への配慮に対する方針 

 

キ 見学者への対応方針 

 

ク 当流域下水道の理解促進に向けた提案  

 

ケ クレーム、苦情等の処理方針 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－３） 

                   項         目 

３ 施設の管

理運営に係

る経費の縮

減 

ア 管理経費の縮減方法 

 

 

 

４ 安定的な

運営が可能

となる人的

能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 職員体制、また採用や確保の方策 

(1) 通常時 

 ①現場組織機構    
様式２－３記載のとおり

 

 ②現場組織人員 

 

(2) 緊急時、災害時 

 ①現場組織機構    
様式２－３記載のとおり

    

 ②現場組織人員  

 

イ 組織的なバックアップ体制 

 ①通常時 

 ②緊急時 

ウ 職員の指導育成、研修方針 

 

エ 業務再委託先への指導監督体制 

 

５ 安定的な

運営が可能

となる経理

的基盤 

ア 金融機関、出資者等の支援体制 

 

イ 本業務から生じる恐れのある経済的リスクを回避する方策 

 

６ 類似施設

の運営実績 

様式２－４のとおり 

 

７ 資源リサ

イクル、廃

棄物の適正

処分及び環

境問題への

取組、グリ

ーン購入、

省資源・省

エネルギー

の推進等 

ア 汚泥減量化、再利用促進に向けた方策 

 

イ 汚泥その他の廃棄物の適正処分等に向けた方策 

 

ウ 廃熱、処理水の利活用のための方策 

 

エ 組織的な環境方針その他環境問題への取組み 

 



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－４） 

                   項         目 

８ 普及啓発

・広報活動

への取組姿

勢・方針等 

 

 

ア 生活排水処理施設整備推進、水洗化促進及び適正な維持管理に係る普

及啓発・広報活動についての方策 

 

イ 県、流域関連市町村が実施する普及啓発・広報活動との連携について

の方策 

 

９ 地域経済

や産業振興

に対する視

点 

ア 指定管理者が業務を遂行するに当たっての地域経済、地域貢献及び産

業振興に対する視点 

イ 県、流域関連市町村及び地域の関係事業者との連携協力の方策 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 



（別紙様式２－３） 

３ 指定管理者における組織体制 

 人員配置計画 

① 組織図 

組織全体と現場との相関、通常時と緊急時との相違があれば、分かるよう図化するこ

と。（ ）内に人数を併記してください。 

 

 

 

 

 

 

 

② 組織人員一覧表 

役職 

・職種  

 

担当業務 

 

 

能力・資格 

実務経験年数

・業務経歴等 

雇用形態 

 

 

雇用者の 

確保方策 

 

年齢層 

 

 

備  考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 雇用形態欄には、常勤、臨時、嘱託等の別を記載してください。 

２ 雇用者の確保方策欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）又は今後雇用を

予定するもの（予定）の別を記入してください。 

３ 備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記入してください。（別紙可） 

４ 施設の管理に要する資格については、有資格者の配置が確認出来るように記入し

てください。 

５ グループ申請の場合は、備考欄に所属団体を記入してください。 

 



（別紙様式２－４） 

４ 類似施設管理運営実績 

施設名 

 

 

施設概要 受託業務概要 

処理能力 

(日最大) 

水処理方式 

 

汚泥処理

方式 

汚泥消化 

槽の有無 

供用開 

始年月 

(業務､期間､処理能力等を

具体的に記載) 

 受注 

 形態 

 （例） 

○県△町 

公共下水道 

計画 

50,000 

m３／日 

標準活性 

汚泥法 

 

ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ 

 

 

有 

 

 

S62.4 

 

 

･業務：処理場､ポンプ場運転管

理 

･期間：H20.4～H23.3 

･現有処理能力：10,000m３/日 

共同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※（注）１ 記載対象施設は公共下水道又は流域下水道に限る。 

     ２ グループ申請の場合には、代表団体の実績を記入すること。 

     ３ 共同企業体等の構成員としての実績は、最大出資団体での実績に限る。 



（別紙様式２－５） 

５ その他 

 

 流域下水道の管理に関して、アピールや提案等があれば，記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式３－１） 

収支予算書（令和９年度～令和１１年度） 

１ 提案価格                                                       （単位：千円） 

 R9年度 R10年度 R11年度 合計 

提案価格     

 

２ 収支予算書                           （単位：千円） 

区   分 R9年度 R10年度 R11年度 合計 

収 

入 

県受託収入     

▲▲収入     

収 入 合 計     

 

支 

 

出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転管理費     

 

 

 

・人件費 

・消耗品､材料費 

・○○費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユーティリティ     

 

 

 

・電気料 

・燃料費 

・△△費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分解整備工事     

修繕費     

維持管理費     

 

 

 

 

・施設清掃 

・緑地管理 

・汚泥処分 

・□□費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薬品費     

 

 

・消毒用 

・□□用 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及啓発費     

諸経費     

・・・     

     

支 出 合 計     

※１ 令和９年度～令和１１年度における各年度の収支予算を主な収入支出項目に区分して

示してください。 

※２ 消費税及び地方消費税込の金額で示してください。税率は１０％です。 

 

 



 

（別紙様式３－２） 

収 支 予 算 書 

 

令和○○年度の収支予算書                                                          

 

【収入の部】                                                               （単位：千円） 

区 分 金 額 積  算  内  訳 

【様式3-1に記載し

た項目ごとに記載

】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入合計   

                                                                               

【支出の部】                                                               （単位：千円） 

区 分 金 額 積  算  内  訳 

【様式3-1に記載し

た項目ごとに記載

】  

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

                

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  支出合計   

※流域下水道の管理経費について記入してください。（別紙可） 

  注）１ 記入については年度ごとに分けて記入してください。 

    ２ 記入した金額は、県から指定管理者への管理業務費の基礎となります。 

    ３ 事業計画書に示された内容と経費の内容が一致するよう記入してください。 



（別紙様式４） 

 

令和 年 月 日  

 

 熊本県土木部道路都市局下水環境課長 様 

                                                団体名 

 

                        代表者名 

 

申 立 書 

 熊本県       流域下水道の指定管理者指定申請書の提出に際し、熊本県と熊本

県警察本部が締結した「指定管理者からの暴力団排除に関する合意書」の趣旨を尊重し、

以下に記載した役員等について、熊本県が実施する暴力団との関係の確認について協力致

します。 

 なお、役員等の中から熊本県警察本部が暴力団との関係について認める役員等が発覚し

た場合、選定段階における失格若しくは指定管理候補者の取消し、又は指定の取消しをさ

れても不服がないことを申し立てます。 

                                        記 
応募施設名  

商号又は名称  

所 在 地  

代表者 

役員等 

 

役職名 
ふりがな 

生年月日 性別 現住所 
氏  名 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

備 考 
 

 

 ※常勤・非常勤を問わず記載をお願いします。 

 ※役員数が複数枚にわたる場合は、この用紙をコピーしてお使いください。 





（別紙様式５） 

質 問 書 

 

熊 本 県 

土木部下水環境課 あて 

  住所：〒862-8570 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

 ＦＡＸ：０９６－３８５－７３９８ 

  Ｅメール：gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp 

令和  年  月  日 

施 設 名 
流域下水道 

団体の名称 
 

質 問 者 

役職・氏名 
 

所属 
 

連絡先 
※電話、ＦＡＸ、Ｅメールアドレス等を記載 

要項等にお 

ける個所特

定 

要項、仕様書等の文章名  

ページ数  

条項、行数等の箇所の表示  

（質問内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp




 
 

参考資料 

流域下水道指定管理者事業計画書（様式２） 

共通記載要領 

 

 

Ⅰ 共通事項 

 

１ 記載スペースが不足する場合には、記載欄を適宜拡張してください。 

また、記載欄が不足する場合には、記載欄を適宜追加してください。 

２ 既存の資料がある場合には、別添として構いませんが、当事業計画書と別添資料と

の対応関係が分かるよう整理してください。 

３ 説明及びヒアリングには時間に限りがありますので、事業計画書の作成に当たって

は、次の点に留意してください。 

・ 提案内容等を十分整理し、必要かつ十分な内容とすること 

・ 冗長とならないよう、要点を押さえた簡潔な記載とすること 

・ 図や表等を活用するなどにより、分かりやすい表現を工夫すること 

４ 申請される流域下水道の箇所によっては、不必要な項目がありますが、その場合は

項目自体を抹消されて構いません。 

５ 指定管理者仕様書に規定している事柄で業務要求水準や法的な義務にかかわるもの

などを除き、仕様書記載の内容より優位性が認められるものについては、この事業計

画書で提案されて構いませんが、具体的な優位性を記述してください。 

 

Ⅱ 個別的事項 

 

１ 法人等の概要 

・様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 

２ 流域下水道の管理計画等 

２－１   施設の設置目的及び県が示した管理の方針 

ア  施設管理運営に関する基本方針 

・ 流域下水道の設置目的、機能、施設の具体的な特性等及び指定管理者制度の

趣旨等を踏まえ、管理運営の基本方針、姿勢等を具体的に記載してください。 

 

２－２  施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

ア 通常管理運営業務の実施計画 

(1) 運転操作監視業務実施計画 

・ 各基幹施設の特性等を踏まえ実施計画を具体的に提案してください。 

・ 中継ポンプ場等が複数ある場合には、施設ごとに記載してください。 

(2) 保守点検業務実施計画 

・ 予防保全の観点から、主要な施設・設備ごとに、その特性等を踏まえた実施

内容等を具体的に提案してください。 

・ なお、点検表の作成例があれば、資料として添付していただいて結構です。 



 
 

・ 参考までに、指定管理者の業務とする保守点検の内容はおおむね次のとおり

です。 

日常点検、定期点検、法定自主点検、法定点検（検査)、臨時点検 

(3) 環境計測業務実施計画 

・ 運転管理や汚泥処分に必要な水質、汚泥の分析方法等を具体的に提案してく

ださい。なお、「指定管理者業務仕様書」では水質検査、汚泥試験、悪臭物質

等環境保全項目に係る頻度、サンプリング箇所等を規定しておりますが、提

案の優位性が認められれば当該仕様書と異なる提案をされても構いません。 

・ 外部委託で実施する場合には委託先や委託する項目等の計画も記載してくだ

さい。 

(4) ユーティリティ・物品調達管理実施計画 

・ 主要なユーティリティ、物品などの調達方法、調達先及び既存の物品等を含

めた効率的な管理方法等を提案してください。 

(5) 分解整備工事（オーバーホール）実施計画 

・ 仕様書第１条第１項第２号に規定する「分解整備工事年次計画」を基に具体

的な方法を提案してください。 

(6) 修繕業務実施計画 

・ 指定管理者の業務とされた修繕について、想定される内容ごとに具体的に提

案してください。 

(7) 施設清掃、緑地管理業務実施計画 

・ 管理棟等の施設、敷地内の清掃及び植栽等の管理について具体的な実施方法

等を提案してください。 

(8) 下水汚泥処理、処分等業務実施計画 

・ 下水汚泥処理、収集運搬及び処分方法について、搬出先の選定の考え方や適

正処分の方策等に係る具体的実施方法を提案してください。 

(9) 沈砂、しさ等発生廃棄物処分業務実施計画 

・ 沈砂、しさ等廃棄物処分について、適正処分の方策等に係る具体的実施方法

を提案してください。 

(10) その他の業務実施計画 

・ 上記以外の施設管理で想定される業務について、特記すべき事項があれば記

載してください。 

 

イ 異常時の管理運営業務の実施計画 

・ 天災、異常気象、異常流入、異常放流、いっ水事故、施設の主要機能停止その

他具体的な緊急状況を想定して、その対応方針、実施体制、通報連絡網その

他具体的方策等を提案してください。 

 

ウ 業務要求水準達成のための具体的方策 

(1) 放流水質基準 

・ 通常時及び異常時それぞれのケースについて要求水準達成のための具体的方

策を提案してください。 

・ 基準を超過した場合の対応策等についても提案してください。 



 
 

(2)維持管理要求基準 

・ 施設機能保全、損傷回避、美観維持等の要求水準達成のための点検、調整等

施設管理の具体的方策を提案してください。 

(3)その他 

・ 上記以外の要求水準達成のための具体的方策を提案してください。 

 

エ 施設の効率的管理のための提案 

・ 施設の特性等を踏まえ、効用を最大限に発揮させるための効率的管理に向け

た具体的方策を提案してください。 

・ 「通常管理業務の実施計画」に記載した個別の業務に関する事項を再掲され

ても構いませんが、業務全体を総括した提案があれば併せて記載してくださ

い。 

 

オ 安全管理に関する方針 

(1)業務従事者に対する安全管理方針 

・ 労働安全衛生上の管理方針、組織体制その他具体策を記載してください。 

(2)見学者等に対する安全管理方針 

・ 見学者等外部の者の安全管理に関する方針及び具体策をソフト、ハード両面

から記載してください。 

(3)周辺住民等に対する安全管理方針 

・ 周辺住民等に影響を与える事故等、考えられるケースごとに、安全管理方針

及び発生時の処理方針等を具体的に記載してください。 

(4)施設のセキュリティに関する計画 

・ 施設の警備計画や防火体制等の具体的な計画について記載してください。 

 

カ 周辺住民等への配慮等に対する方針 

・ 周辺住民や周辺環境への配慮という観点から留意点を整理し、具体的方策を

提案してください。 

 

キ 見学者への対応方針 

・ 見学者に対する下水道への理解を深めるための対応方法、接遇方針その他の

留意点を整理し、具体的方策を提案してください。 

 

ク 当流域下水道の理解促進に向けた提案 

・ 申請に係る流域下水道への住民の理解を深めるための対応方法、当該施設の

効果的なＰＲ方法等に関するアイデアや留意点を整理し、具体的方策を提案

してください。 

 

ケ クレーム、苦情等の処理方針 

・ 近隣住民等からのクレーム、苦情等処理に対する基本姿勢や処理方法につい

て具体的に記載してください。 

 



 
 

２－３ 施設の管理運営に係る経費の縮減 

ア 管理経費の縮減方法 

・ 業務の水準を低下させずに管理経費を節減する方法について、具体的な業務

や事務の内容ごとに、その具体的な方策を提案してください。 

 

２－４ 安定的な運営が可能となる人的能力 

ア 職員体制、また採用や確保の方策 

(1)通常時 

・ 現場業務の実施体制、勤務ローテーションなどを個別業務ごとに整理し、様

式２－３①に組織図として図示してください。 

・ 平日日中と夜間及び休業日との勤務体制が異なる場合は、分かるように図化

してください。 

・ 組織人員一覧表に、想定される現場の人員を記載してください。 

(2)緊急時、災害時 

・ 通常時と現場業務の実施体制が異なる場合には、通常時と同じ要領で様式２

－３①に通常時と分けて図示してください。 

・ 通常時と異なる場合には、組織人員一覧表に、想定される現場の人員を通常

時と区分して記載してください。 

 

イ 組織的なバックアップ体制 

・ 組織としての現場のバックアップ体制を、通常時と緊急時に分けて記載して

ください。 

・ 特に現場では対応不能なケースが発生した場合の具体的なバックアップ体制

について記載してください。 

 

ウ 職員の指導育成、研修方針 

・ 職員の能力育成や技術力、資質等向上に対する方針及び方策等を記載してく

ださい。 

・ その際、具体的研修計画等も提示してください。 

 

エ 業務再委託先の指導監督 

・ 一部の業務を再委託する場合、再委託先が実施する業務の品質を確保するた

めの指導監督体制について具体的な再委託業務を列挙して記載してください。 

 

２－５ 安定的な運営が可能となる経理的基盤 

ア 金融機関、出資者等の支援体制 

・ 主要取引銀行や出資者等の経営支援体制を記述してください。 

 

イ 本業務から生じる恐れのある経済的リスクを回避する方策 

・ 本業務から生じる恐れのある指定管理者サイドのリスク（例：施設管理瑕疵

に伴う指定管理者への損害賠償請求等）を回避するのための具体的方策を考

えている場合に、その具体的内容を記載してください。 



 
 

 

２－６ 類似道施設の運営実績 

・ 下水道施設の管理運営実績について、施設の名称、規模、業務内容及び期間

その他具体的内容を様式２－４に記載してください。 

・ なお、ここでいう「類似施設」とは、公共下水道（特定環境保全公共下水道を

含む。）及び流域下水道に限りますので御注意ください。 

 

２－７ 資源リサイクル、廃棄物の適正処分及び環境問題への取組、グリーン購入の

推進、省資源・省エネルギーの推進等 

ア 汚泥減量化、再利用促進に向けた方策 

・ 施設管理者として、現有施設で取り組める汚泥の減量化、再利用促進に向け

た具体的方策を提案してください。 

 

イ 汚泥その他の廃棄物の適正処分等に向けた方策 

・ 汚泥等廃棄物の不法投棄等の防止策、不法投棄等を引き起こさない具体的方

策を提案してください。 

・ ２－２ア(8)(9)の記述内容と重複しても構いませんが、ここでは、特に廃棄

物の不法投棄防止策に係る具体的提案等に特化して記載してください。 

 

ウ 廃熱、処理水の利活用のための方策 

・ 施設管理者として、現有施設で取り組める廃熱や処理水の再利用のための具

体的方策、アイデアなどを提案してください。 

 

エ 組織的な環境方針その他環境問題への取組 

・ 組織としての環境方針、環境問題への取組実績等を記載してください。 

 

２－８ 普及啓発・広報活動への取組姿勢・方針等 

・ 施設管理者として、組織として取り組める生活排水対策に関する住民向けの

普及啓発・広報活動について、関係行政機関との連携体制も含め具体的方策、

アイデアなどを提案してください。 

 

２－９ 地域経済、地域貢献及び産業振興に対する視点 

・ 下水道は地域に密着した社会資本であり、運営原資は利用者の使用料収入で

あるという観点から、指定管理者が業務を遂行するに当たっての地域経済、

地域貢献及び産業振興に対する視点を、物品調達等の具体的項目を挙げて具

体的な方針や考え方を記載してください。 

・ 当該流域下水道の管理に当たり、連携すべき地域の機関、事業者等との協力

支援体制の確保等に対する方策を具体的に記載してください。 

 

３ 指定管理者における組織体制 

・ 様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 



 
 

４ 類似施設管理運営実績 

・ 様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 

５ その他 

・ その他の参考事項として、本業務の実施に当たり、申請者と他者との相違点、

優位性、独自性、強調しておきたい事項等、アピールすべき事項や提案等が

あれば、その内容等を自由に記載してください。 

 

 

 

 

  



 
 

参考資料 

流域下水道指定管理者収支予算書（様式３） 

共通記載要領 

 

 

基本的に、様式に記載している事項に沿い、脚注等に留意して記入していただきます

が、これ以外で特に留意いただきたい事項は次のとおりです。 

 

Ⅰ 共通事項 

１ 各金額は、施設設備の現状、閲覧に供する図書の内容及び施設の増設や処理水量

予測等を踏まえ、事業計画書で提案される業務内容を反映して見積もってください。

また、消費税及び地方消費税込の金額で示してください。税率は１０％です。 

２ 様式３には区分の記入例を示しておりますので、記載上の参考としてください。 

また、不足する項目は適宜追加してください。 

３ 記入欄が不足する場合には、適宜追加してください。 

また、これにより複数ページにまたがっても構いません。 

 

Ⅱ 個別的事項 

１ 収入 

ア 県受託収入は、提案価格と一致することになります。 

 

２ 支出 

ア 運転管理費 

① 運転管理費は、この費用内に指定管理者が直接実施することとなる運転操作

監視費が含まれるため、必ず項目を建てて、その経費の内訳（人件費、消耗品

費等）を示してください。 

② ここで言う運転管理費を構成する業務は、次のとおりです。 

・ 運転操作監視 

監視室における監視、操作、記録及び現場操作作業等 

・ 保守点検 

日常点検、定期点検、臨時点検、簡易故障修理、定期自主点検、点検機器周 

辺の清掃等 

・ 運転管理に必要な水質試験 

・ 屋内居室及び屋外の単純清掃等 

・ 指定管理に伴う事務事業 

 

イ ユーティリティ 

① 電気料（低圧）、燃料費、水道代等の内訳を示してください。 

 

ウ 分解整備工事費 

① 仕様書第１１条及び仕様書別添４の「分解整備工事年次計画表」を基に記載

してください。 



 
 

 

エ 修繕費 

① 修繕費精算の基礎数値となりますので、必ず項目を建ててください。 

② ここで言う修繕費には、運転管理費中の保守点検費として計上した簡易故障

修理に係る費用は計上しないでください。 

 

オ 維持管理費 

① 施設清掃、緑地管理その他維持管理に係る経費を、その内訳を示して記載し

てください。 

 

カ   薬品費  

① 消毒用、汚泥処理用、水質等試験用等の用途を示してください。 

 



 
 

別記１ 

八代北部流域下水道指定管理者業務仕様書 
 

八代北部流域下水道指定管理者募集要項に記載した事項のほか、指定管理者が遵守すべ

き基準等はこの仕様書による。 

 

第１条 業務の細目 

指定管理者が実施する業務の細目は次の各号のとおりとする。 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視 

・中央監視室における操作、監視及び記録（２４時間常駐体制をとること。） 

・水処理施設、汚泥処理施設、ポンプ場（マンホールポンプを含む。以下同じ。）、

流量測定システム、止水ゲート等の各種設備の現場における機器操作、監視及び

記録 

・管理日誌の作成 

 (２) 流域下水道施設の保守点検及び点検によって発見された異常箇所等の調整並び 

   に機能保全のための分解整備工事、修繕及び消耗品交換 

・施設、設備及び機器の日常点検、定期点検、臨時点検及び記録 

・施設、設備及び機器の定期自主点検及び記録 

・施設、設備及び機器の分解整備工事業務 

・施設、設備及び機器の異常箇所の調整、注油、分解清掃、修繕（改築、更新を除

く。）及び消耗品（消火器等法令に基づく点検等の結果交換が必要となったもの

を含む）、オイルなどの交換、はく離箇所等の塗装並びに記録 

・流量計のレンジ変更（流量増加に伴い最大流量が計測不能になった場合） 

・クレーン点検、消防法関係点検等の施設、設備及び機器の法定検査及び記録 

・点検機器周辺の清掃 

・法令等に基づく報告書の作成及び県が提出すべき報告書の作成支援 

(３) 流域下水道施設内の清掃、緑地管理及び警備等の維持管理 

・施設内、場内の清掃、除草等 

・終末処理場及びポンプ場の緑地管理 

・終末処理場及びポンプ場の建築物（土木施設を含む。）、外構等の点検、維持修

繕、電灯交換等 

・施設の施開錠、侵入者等の監視、警備 

・指定管理業務にて排出する廃棄物の収集搬出（汚泥、しさ、沈砂等は(５)で詳述） 

(４) 放流水、流入水及び汚泥の計量、成分分析その他必要な計測並びに検査及び試験 

・運転管理に必要な水質分析及び汚泥分析並びに放流水、流入水、汚泥等の計量及

び記録 

・異常時の水質分析及び汚泥分析その他必要な計測 

・分析結果の解析及び記録 

・流量測定システムごとの流量の測定及び記録 

・流量計その他の計測機器類の精度保持、校正等 

・試薬の管理及び廃液の管理並びに記録 

 

(５) 汚泥、しさ、沈砂等の処理、処分及び処分状況確認 



 
 

・汚泥脱水等の処理（脱水及び保管） 

・脱水汚泥の処分（運搬、処分及び処分状況確認） 

・汚泥処分のために必要な成分分析 

・しさ、沈砂の処理・処分（脱水、保管、運搬、処分及び処分状況確認） 

・産業廃棄物管理票の作成、交付、返付管理票の照合確認及び保管等の附帯事務 

(６) 環境保全のための排ガス及び臭気物質濃度及び振動の計測 

・特定悪臭物質濃度及び振動の計測並びに記録（ばい煙発生装置が設置された場合

には、排ガス測定等の実施） 

(７) 幹線管きょ等のパトロール 

・幹線管きょ上のルート及びそのルートに設置されているマンホール（空気弁室を

含む。以下同じ。）ふた及びマンホール周囲の路面状況等を月１回の頻度で目視

により調査記録し、県へ報告すること。 

(８) 止水ゲートの点検整備 

・幹線管きょ上の砂川右岸、氷川右岸、左岸にある止水ゲートの動作確認（遠隔通

報システムの点検）を毎年実施すること。 

(９) 維持管理に附帯する薬品、燃料、消耗品、電力（低圧）、水道等の調達管理 

・前各号の業務（この号において「維持管理業務」という。）に必要な、電力(低圧)、

水道、燃料、通信運搬、薬品（水処理及び汚泥処理のほか、分析用を含む。）、

機器、材料、物品（貸与物品の管理を含む。）等の調達及び管理並びに出納等記

録 

(10) 運転データなどの記録及び保管 

・維持管理業務その他の業務に係るデータ記録、保管及び整理 

(11) 施設情報システムへのデータ入力 

・施設の維持管理状況を把握するうえで必要なデータを、業務報告及び事業報告の

提出までに県の所有する施設情報システムへの入力。 

(12) 県の指示に基づく非常時への対応及び下水道業務継続計画（ＢＣＰ）への対応 

(13) 普及啓発・広報活動等 

・生活排水処理施設整備推進、水洗化促進及び適正な維持管理に係る普及啓発・広

報活動 

・県、流域自治体が実施する普及啓発・広報活動との連携業務 

(14) 地域経済や産業振興に関する取組み 

・地域の行政機関、事業者等との連携・協力支援態勢の確保 

(15) 施設見学者の案内等 

・施設見学者の案内及びその安全管理 

(16) 前各号に掲げるもののほか、流域下水道の管理上必要と認める業務 

・維持管理業務に係る計画立案及び総括管理 

・周辺住民からの苦情処理等の対応 

・県が作成する水質、汚泥等の各種法令等の規定に基づく届出、報告書等の基礎資

料の作成 

・県が実施する学生実習生の円滑な受入のための支援 

・その他本仕様書に記載した事項のほか、流域下水道の管理上必要と認める業務 

 

第２条 対象施設 



 
 

指定管理者が管理を行う施設の名称、所在地及び概要は次の各号のとおりとする。 

(１) 施設の名称   八代北部流域下水道 

(２) 所在地 

ア 終末処理場（八代北部浄化センター） 

八代市鏡町芝口１１番割５５１ 

イ 砂川ポンプ場 

宇城市小川町新田地内 

ウ 千丁ポンプ場 

八代市千丁町太牟田字平島２２９０－６ 

エ 宮原ポンプ場 

    八代郡氷川町栫字桑原２９３－４ 

オ マンホールポンプ 

八代市千丁町古閑出地内 

カ 幹線管きょ流量測定システム（マンホールポンプ併設分を含む。) 

宇城市小川町南新田地内等３箇所 

キ 砂川右岸、氷川右岸及び氷川左岸止水ゲート並びに放流止水ゲート  ４箇所 

ク 幹線管きょ 

八代市ほか計画区域内一円 

※ その他、指定期間内に増設した施設設備を含む。 

 (３) 指定管理者が管理する施設の範囲 

ア 終末処理場 

流入ゲートから放流管きょ（放流ゲート）までの水処理施設、汚泥処理施設全体

及び全附帯施設並びに敷地 

イ 砂川、千丁ポンプ場、宮原ポンプ場 

流入ゲートからポンプ施設吐出口（場内）までの施設全体及び全附帯施設並びに

敷地 

ウ マンホールポンプ 

水中ポンプ、水位計、テレメータ、制御盤等ポンプ設備一式 

エ 幹線管きょ流量測定システム 

流量計、テレメータ、制御盤等流量計測に必要な設備一式 

オ 幹線管きょ 

(４) 現有施設の概要 

別添施設概要書（別添１－１から１－６）のとおり。 

(５) 施設増設・更新計画 

別添施設増設・更新計画表（別添２）のとおり 

今後、管理施設の増加が見込まれるので、管理に当たっては留意すること。 

※ 施設の増設計画は、あくまでも予定であり、変更することがある。 

 

 

 

 

 

第３条 流入基準 



 
 

流入水に関する基準は次のとおりとする。 

(１) 水量に関する流入基準 

項   目 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

 日平均流入水量 (m3／日)    8,900    8,900   8,800 

 日最大流入水量 (m3／日)  10,300   10,300  10,200 

 時間最大流入水量 (m3／日)   16,700   16,600  16,500 

 

(２) 流入予測水量 

          年   度        水    量 

令和９年度      3,248,850m3 

令和10年度      3,232,536m3 

令和11年度      3,216,703m3 

     

第４条 性能基準 

指定管理者が達成すべき性能基準は次の各号に定めるとおりとする。 

(１) 水質基準 

ア 放流水質基準 

当該流域下水道に適用される下水道法、水質汚濁防止法その他の法令（県の条例、

規則等を含む。）の基準で、根拠法令等により基準値が異なる場合は、より厳しい

基準を指定管理者が遵守すべき放流水質基準とするが、次表の項目は、表中の基準

値を放流水質基準とする。 

ただし、当該基準は次の点を考慮して決定しているため、指定期間内の状況の変

化により基準値の変更もあり得る。 

・下水道法施行令第５条の５第２項の規定により流域下水道管理者たる県が定める

計画放流水質が設定された場合、施設の改築工事が完了した時点で、ＢＯＤ、窒

素含有量及び燐含有量は当該計画放流水質を考慮した放流水質基準とする。 

・ＢＯＤ、ＣＯＤ及びＳＳは、県の「水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき

排水基準を定める条例」の基準を考慮した放流水質基準とする。 

 

項目 
基 準 値 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

 ＢＯＤ(mg/l)     20 以下    20 以下    20 以下 

 ＣＯＤ(mg/l)     20 以下    20 以下    20 以下 

 ＳＳ  (mg/l)    40 以下    40 以下    40 以下 

 大腸菌数(CFU/ml)   800 以下   800 以下   800 以下 

 

 

イ 管理目標基準 

「ア」の放流水質基準にかかわらず、当指定管理業務において目標数値とする管

理目標基準は次のとおりとする。 

基  準    値 



 
 

項   目 

  
令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

 ＢＯＤ(mg/l)     5 以下     5 以下    5 以下 

 ＣＯＤ(mg/l)    10 以下    10 以下   10 以下 

 ＳＳ  (mg/l)     5 以下     5 以下    5 以下 

 大腸菌数(CFU/ml) 10 以下 10 以下 10 以下 

 透視度(cm)    90 以上    90 以上   90 以上 

 窒素含有量(mg/l)  10 以下  10 以下  10 以下 

 燐含有量(mg/l)    2 以下    2 以下    2 以下 

（注意）今後の施設整備の状況や、処理区編入等での流入量の大きな変動により基準値 

を見直すことがある。 

 

(２) 維持管理基準 

事業年度終了後、すべての施設が通常の施設運営を行うことができる機能を有

し、協定当初の性能を有するよう（経年劣化を除く。）、関係法令等を遵守した点

検、調整及び消耗品の交換等を行うこと。 

建築物や外構、植栽等の保守管理や清掃については、現状と比べて美観を損なわ

ない程度で行うこと。 

(３) 環境保全に関する基準（法的規制値） 

ア ばい煙に関する基準 

・ばい煙発生施設であるガスタービン発電機は非常用施設のため適用なし。 

イ 特定悪臭物質に関する基準 

対象施設：八代北部浄化センター、砂川ポンプ場、千丁ポンプ場、宮原ポンプ場 

項   目 規制基準値(ppm) 臭気強度 

 アンモニア １ 

２．５ 

 メチルメルカプタン ０．００２ 

 硫化水素 ０．０２ 

 硫化メチル ０．０１ 

 二硫化メチル ０．００９ 

 トリメチルアミン ０．００５ 

 プロピオン酸 ０．０３ 

 ノルマル酪酸 ０．００６ ３．５ 

 ノルマル吉草酸 ０．０００９ 
２．５ 

 イソ吉草酸 ０．００１ 

 

 

 

ウ 騒音に関する基準（第３種区域） 

対象施設 
規制基準値(敷地境界線) 

午前8時～ 午前6時～午前8時 午後10時～ 



 
 

午後7時 午後7時～午後10時 翌午前6時 

八代北部浄化センター 

砂川ポンプ場、 

千丁ポンプ場 

宮原ポンプ場 

６５デシベル
 

６０デシベル
 

５０デシベル
 

 

エ 振動に関する基準（第２種区域） 

対象施設 
規制基準値(敷地境界線) 

午前8時～午後7時 午後7時～翌午前8時 

 八代北部浄化センター 

砂川ポンプ場、千丁ポンプ場、 

宮原ポンプ場 

６５デシベル ６０デシベル 

 

(４) 水質分析の精度管理 

運転管理に必要な水質分析については、内部精度管理を行うとともに、外部精度

管理として環境省が実施する「環境測定分析統一精度管理調査」において、模擬排

水で BOD、COD、全窒素、亜硝酸性窒素、硝酸性窒素、アンモニア性窒素、全燐、リ

ン酸態リンのいずれかの項目が実施される場合には参加し、分析の信頼性を確保す

ること。 

(５) 計測機器類の精度に関する基準 

各種計測機器類の精度は、メーカー保証性能等を満足するよう調整等を実施する

こと。 

(６) 流量計の精度に関する基準 

各流量計の精度は、総合・標準仕様精度を保持するものとし、範囲外のものにつ

いては校正等を実施すること。また、携帯型流量計及び他の実流量測定方法を用い

設置型流量計との流量誤差の確認を行うこと。 

・流量計 

設置箇所 設置台数 

 終末処理場  流入下水用 

        返流水用 

１ 

１ 

 幹線管きょ ３ 

ポンプ場（宮原） １ 

 

第５条 放流水が放流水質基準を満足しない場合の対応 

指定管理者が第４条第１号アに定める放流水質基準を達成できない場合、次の各号に

定める対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、計測の結果第４条第１号アに定める放流水質基準を達成していな

いこと（以下「放流水質未達」という。）を把握した場合、速やかに県に報告する

こと。 

(２) 指定管理者は、速やかに放流水質未達の原因究明を行い、その原因を排除するな



 
 

どの改善措置を講じ、県に報告すること。 

(３) 前号の場合において、指定管理者は、放流水質未達が収束するまでの間、改善措

置の実施状況及び水質等必要なデータを県に報告すること。 

 

第６条 放流水が管理目標基準を満足しない場合及び施設、整備等の維持管理基準を満足

しない場合の対応 

指定管理者が第４条第１号イに定める管理目標基準を達成できない場合、次の各号に

定める対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、計測の結果第４条第１号イに定める管理目標基準を達成していな

いこと（以下「管理目標未達」）を把握した場合、速やかに県に報告すること。 

(２) 指定管理者は、管理目標未達の原因究明を行い、その原因を排除するなどの改善

措置を講じ、県に報告すること。 

２ 指定管理者が第４条第２号に定める維持管理基準を満足しない場合、次の各号に定め

る対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、第４条第２号に定める維持管理基準を満足していないことが明ら

かになった場合、速やかに県に報告すること。 

(２) 指定管理者は、維持管理基準を満足していない原因の究明を行ったうえで、改善

措置を講じ、県に報告すること。 

 

第７条 流入水質等に問題がある場合の対応方法 

指定管理者は、巡回監視の実施又は県及び流域関連公共下水道管理者から収集した情

報等により、流入水の臭気、色度、水素イオン濃度等の把握に努め、人の健康又は生活

環境に係る被害を生じる恐れのある物質若しくは施設の機能を阻害する恐れがあると認

める量の油、強酸性又は強アルカリ性の物質及びきょう雑物（以下「混入異物」という。）

の流入が認められるときは、次の各号に定める措置等を参考に必要な対応を実施するこ

と。 

(１) 混入異物が終末処理場に流入しないよう、必要な措置をとること。 

(２) 混入異物の状況及び対応措置等を速やかに県に報告し、その指示に従うこと 

２ 降雨時には、次の各号に定める措置等を参考に必要な対応を実施すること。 

(１) 指定管理者は、気象情報を随時確認し、水害発生を事前に把握するほか、沈砂池

水位等の監視を行うこと。 

(２) 指定管理者は、第３条第１号に定める時間最大流入水量を上回った場合であって

も、場内ポンプ等で対応できる場合は、適切な運転により処理を行うこと。 

３ 前２項の対応にもかかわらず、指定管理者が放流水質基準を達成できないときは、県

に水質等のデータを提供したうえで、県に改善措置を求めることができる。 

 

第８条 有資格者に関する条件 

指定管理者は、下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３

４８号）（以下「登録規程」という。）に基づく登録を受けていることとする。 

なお、複数の法人等でグループを構成している場合は、構成員の全部又は一部が登録

を受けていることとする。 

２ 指定管理者は、次の各号に定める資格を有する者を配置しなければならない。 

(１) 下水道技術者 



 
 

・下水道法第２２条第２項に定める有資格者 

・登録規程第３条の規定に定める下水道処理施設管理技士（下水道第３種技術検定

合格者） 

(２) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

３ 指定管理者は、次の各号に例示する資格を有する者等、終末処理場等に配備しようと

する従業員数や処理場の規模及び施設の実態に応じ、関係法令に従って必要な資格者を

配置、選任しなければならない。なお、従業員以外の者から選任が可能な資格及び業務

委託契約等により従業員の中から資格者を選任する必要のない資格等については、手続

等に遺漏のないよう注意すること。 

(１) 安全管理者 

(２) 衛生管理者 

(３) 安全衛生推進者 

(４) 産業医 

(５) 防火管理者 

(６) 危険物取扱者 

(７) 冷凍保安責任者 

(８) 特定高圧ガス取扱主任者 

(９) ガス溶接作業主任者 

(10) ボイラー技士（ボイラー取扱作業主任者） 

(11) クレーン運転士 

(12) 玉掛け技能者（玉掛け技能講習終了者等） 

(13) 放射線取扱主任者 

(14) 特定毒物研究者 

(15) 特定化学物質等作業主任者 

(16) 電気事業法による主任技術者（第３種電気主任技術者） 

(17) 電気工事士 

(18) 無線従事者 

(19) エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理者 

(20) エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理員 

(21) 特別管理産業廃棄物責任者 

(22) 消防設備士 

(23) 床上操作式クレーン運転技能講習修了者 

(24) アーク溶接の業務に係る特別教育修了者 

(25) 研削砥石の取替え又は取替え時の試運転の業務に係る特別教育修了者 

(26) 前各号に掲げるほか、必要な資格者 

 

第９条 県が実施する工事等に関する協力等 

指定管理者は、県が施行する工事や修繕その他の管理行為及び調査、研究等が円滑に

実施できるよう、下水道施設の運転等への配慮及び必要なデータの提供、夜間を含む工

事期間の立会い、その他必要な協力を行うこと。 

２ 指定管理者は、県が管理する下水道台帳及びこれを補完する台帳等に修繕履歴等記録

すべきデータなどを整理し、当該データのシステムへの入力等を行うこと。 

３ 県が建設工事の実績等のデータを下水道台帳等に入力する際、指定管理者は必要な協



 
 

力を行うこと。 

４ 指定管理者は、国その他公共部門に属する団体等から流域下水道の運転等に関するデ

ータ等の提供依頼があったときは、これを誠実に処理すること。 

 

第１０条 管理業務に係る緊急的措置に関する取扱い 

指定管理者は、管理業務に関して緊急に措置が必要と認められる場合には、速やかに

県に施設の状態その他必要な事項を報告し、その指示に従うこと。 

 

第１１条 分解整備工事に関する取扱い 

第１条第２号に定める分解整備工事業務は、指定管理者が県と協議のうえ、適切な

時期、方法及び内容で行うこと（県が想定する施工周期および内容は、それぞれ

別添４－１、４－２のとおり）。 

なお、分解整備工事に係る費用として、令和９年度４，２２１万円、令和１０年度２

７,０９万円、令和１１年度２，６８８万円を想定している（税込）。 

 

第１２条 修繕及び消耗品交換に関する取扱い 

第１条第２号に定める修繕及び消耗品交換業務（以下「修繕等」という。）は、指定

管理者が適切な時期及び方法で行うこと。 

なお、修繕等に係る費用として、年間８４３万２千円（税込）を想定している。 

 

第１３条 汚泥等廃棄物の処理、処分に関する取扱い 

指定管理者は、第１条第５号に定める汚泥等廃棄物の処理、処分に関し、下水道法第

２１条の２、熊本県廃棄物処理計画及びその他の法令等の規定に基づき適正に処理し、

併せて再生利用等による減量化に資するよう取り扱うこと。なお、汚泥等の産業廃棄物

の運搬及び処分業者の選定等に当たっては次のことに留意すること。 

(１) 運搬業者については、積込み場所及び処分先の積卸し場所を所管する許可権者が

発行する産業廃棄物収集運搬業許可書により事業の範囲、許可期間等が適正である

ことを確認すること 

(２) 処分業者については、汚泥等を処分する処分地を所管する許可権者が発行する産

業廃棄物処分業許可書により事業の範囲、許可期間等が適正であることを確認する

こと 

(３) 運搬及び処分業者の選定については、事前に熊本県の承認を得ること。 

(４) 汚泥等の収集運搬及び処分の委託に当たり、産業廃棄物処理業者及び指定管理者

間で産業廃棄物処理基本契約及び具体的な実施契約を締結すること。 

(５) 指定管理者は、定期的に処分先での汚泥等の処分状況を確認すること。また、産

業廃棄物の処理に当たっては、電子マニフェストの利用に努めること。 

 

第１４条 普及啓発・広報活動に関する取扱い 

指定管理者は、県内の生活排水処理施設の整備推進、水洗化の促進及び適正な維持管

理に関して、県と協力・連携して県民に対し普及啓発・広報活動を行うこと。 

なお、普及啓発に係る費用は年間１６５万円程度（税込）を想定している。 

 

第１５条 新たに供用する施設の管理業務の引継ぎ 



 
 

県は、施設を新たに供用しようとするときは、完成図書その他必要な書類等により指

定管理者に当該施設の管理業務を引き継ぐ。 

 

第１６条   測定、検査 

指定管理者は、日常的な運転管理等に資するため、別添水質試験等に関する基準（別

添３－１、３－２及び３－３）に定める頻度及びサンプリング箇所を標準として、水質、

汚泥、環境保全項目等に係る測定及び検査を行うこと。また、放流水について下水道法

第２１条に基づく水質検査及び流入水について別添水質試験等に関する基準（別添３－

４）に定める内容で水質監視試験を行うこと。 

２ 前項の測定及び検査は、下水の水質の検定方法等に関する省令（昭和３７年厚生省建

設省令第１号）及び同省令で引用する排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が

定める排水基準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）、日本産業規格その

他の規程並びに社団法人日本下水道協会編「下水試験方法」に定める検定方法で行うこ

と。ただし、汚泥測定及び検査のうち、脱水汚泥の溶出試験については、産業廃棄物に

含まれる金属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号）に定める方法で、含有試

験については、「肥料等試験法」に定める方法で行うこと。 

３ 前２項に定める測定及び検査を第三者に委託する場合には、環境計量証明事業登録事

業者に行わせなければならない。この場合、委託先から計量証明書の提出を受けること。 

 

第１７条 業務記録及び報告 

指定管理者は、その業務に関して、次の各号に掲げる項目を記載した業務日誌を記録

し、記録事項を県に対し速やかに業務日報として提出すること。 

(１) 天候、気温及び雨量 

(２) 総括責任者及び業務従事者職氏名 

(３) 水質、水量、汚泥量等の計測値 

(４) 電力、燃料等の数量 

(５) 主要機器の運転記録 

(６) 日常点検状況 

(７) 次班引継記録 

(８) その他必要事項 

 

２ 指定管理者は、毎月末日から１５日を経過する日までに、次の各号に掲げる項目を記

載した業務月報を県に提出すること。 

(１) 業務日誌記録事項の月集計（流入水、放流水の水量及び水質、下水及び汚泥の処

理処分状況、下水及び汚泥の分析結果並びに電力等調達管理状況等） 

(２) 流量測定システムごとの流量の月集計 

(３) 運転操作、保守点検、維持補修、調整、給油、部品交換等の状況等 

(４) 事故、故障及び苦情の状況並びにその対応結果等 

(５) 施設見学者及び視察者の状況 

(６) その他必要事項 

３ 指定管理者は、事業年度の末日から１か月を経過する日までに、次の各号に定める内

容を記載した事業報告を県に提出し、県の承認を得なければならない。 

(１) 管理業務の実施状況 



 
 

(２) 管理経費の収支計算 

(３) 事業年度終了時の施設機能の確認状況 

(４) その他県が必要と認める事項 

４ 指定管理者は、次の各号に定める内容を記載した業務年報を、事業報告書に添えて提

出すること。 

(１) 業務月報記載事項の年集計 

(２) その他必要事項 

５ 指定管理者は、業務日報、業務月報、業務年報及び事業報告の内容に関して県が行う

照会、調査及び指示に協力すること。 

 

第１８条 業務手順書等の作成 

指定管理者は、施設の管理上必要な次の各号に掲げる業務手順書等を作成し、前条の

規定により作成した書類とともに施設内に備え置くとともに、毎年３月末に県へ提出す

ること。 

(１) 異常気象、災害、事故、異常物質流入、機器故障等の危機対応に関するマニュア

  ル 

(２) 流域下水道の運転操作及び監視マニュアル 

(３) 施設の保守点検マニュアル 

(４) 施設の清掃、緑地管理、警備等の維持管理マニュアル 

(５) 主ポンプ等主要機器のメーカー性能試験成績表及び性能試験結果表（供用開始時、

分解整備工事前後） 

(６) 施設設備の点検表及び点検頻度一覧表 

(７) 水質、汚泥分析の標準作業手順書 

(８) その他留意事項等を記した書類 

 

第１９条  管理委託料等 

指定管理者は、各事業年度の当初に指定管理者と県が協議したうえで作成した支払計

画書を基に、四半期ごとの概算払いを請求することができる。 

 

第２０条  施設、設備及び物品の使用並びに管理等 

指定管理者は、本件業務の遂行に必要な範囲内で、県の所有に属する施設、設備及び

物品（以下「県有施設等」という。）を使用することができる。 

２ 県有施設等の範囲等細目的事項については、県と指定管理者との協議で定める。 

３  県有施設等のうち、県の所有に属する物品（以下「県有物品」という。）については、

熊本県物品取扱規則（昭和３９年熊本県規則第２０号）に基づいて管理を行うものとす

る。 

４ 指定管理者は、県有物品及び本件業務により指定管理者が調達した物品についてそれ

ぞれ物品管理簿を備え、これを適正に管理しなければならない。 

 

第２１条 再委託 

指定管理者は、指定管理者が実施する業務を一括して第三者に請け負わせてはならな

い。ただし、運転操作及び監視以外の業務については、県の承認を得て第三者に請け負

わせることができる。 



 
 

 

第２２条 保険 

県は、指定管理者の管理方法等が原因で発生した損害及び損失と認められるものにつ

いては、当該損害を指定管理者に求償することがあるため、指定管理者はリスク管理の

ため自己の負担により賠償責任保険に加入すること。 

 



□

■

R7年度 205,375 千円

R7年度 2,590,337 ｍ3

熊 本 県 担 当 部 ( 局 ) ･ 課 土木部道路都市局下水環境課

℡ 096-333-2529

Mail gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp

千円

年 間 流 入 水 量 R5年度 2,596,489 ｍ3 R6年度 2,538,608 ｍ3

委 託 料 R5年度 216,081 千円 R6年度

施 設 の 諸 元

・排除方式：分流式
・処理方式：標準活性汚泥法
・全体計画日最大汚水量：11,510ｍ3／日
・全体計画処理能力：13,600ｍ3／日
・R7年度末現在現有処理能力：13,600ｍ3／日(2系列供用)
（年間流入水量実績は本表末尾記載のとおり）

210,140

条 例 記 載 の 指 定 管 理 者 の 業 務

・流域下水道の運転操作及び監視に関する業務
・流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び
　修繕に関する業務
・その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務

現 在 の 管 理 状 況

直営

指定管理
者制度

指定管理者： 日本管財環境サービス・三協エンジニアリンググループ

全 体 計 画 処 理 面 積 ・ 処 理 人 口
・関連市町村：八代市、宇城市、氷川町
・全体計画処理面積：約1，226ha
・全体計画処理人口：約29，750人

主 な 施 設 内 容

・終末処理場(八代北部浄化センター)　1箇所　4.2ha
・中継ポンプ場(砂川ポンプ場、千丁ポンプ場、宮原ポンプ場)　３箇所
・その他
　幹線管きょ流量測定システム(４箇所)
　幹線管きょ(小川鏡幹線、千丁鏡幹線、宮原鏡幹線)　   約18.8km

設 置 目 的 八代平野北部の公共用水域の水質保全及び生活環境の改善

設 置 年 月 日 平成14年1月10日供用開始

設 置 根 拠

（別添1－1）施設概要書

所 在 地 八代市鏡町芝口11番割551

電話番号 0965－67－7335(八代北部浄化ｾﾝﾀｰ)

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 0965－67－7770  (　　同　　上　　)

熊本県流域下水道条例

八代北部流域下水道

mailto:Mailgesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp


（別添１－２）

八代北部流域下水道

八代市 宇城市 氷川町 計 八代市 宇城市 氷川町 計

555 310 328 1,193

494 310 311 1,116

14,820 7,570 8,450 30,840

13,602 8,182 9,220 31,004

14,820 7,570 8,450 30,840

11,051 7,113 7,363 31,004

4,669 2,564 3,038 10,280

- - - -

5,333 2,940 3,644 11,920

- - - -

8,594 4,761 5,859 19,220

- - - -

小川・鏡 千丁・鏡 宮原・鏡 　 　

9.4 5.6 3.7 　 　 　

汚 水 量
原 単 位
（㍑／人・

日）

-

-

630

-

　水洗化人口（人）

　全体計画と現況

項　　　目

全  体  計  画 事　業  計  画

　目　標　年　次 令和１７年度

1,226

  計画処理人口(人) 14,800 7,180 7,770 29,750

計画処理面積（ｈａ） 588 310 328

14,800 7,180 7,770

540 270 540

令和１１年度

現況（令和７年度末）

1,070 535 1,145 - -

29,750

日 平 均

時間最大

630(90) 315(45) 630(90)

720(90) 360(45)

1160(90) 580(45) 1235(90)

765(90)315日 最 大 675 -

排　　除　　方　　式 分　　流　　式

9,930

日 最 大 5,328 2,802 3,380 11,510
計画汚水

量　(m3／
日)

日 平 均 4,662 2,444 2,817

時間最大 8,584 4,535 5,435 18,560

計画流入水質（mg／㍑）
計画　ＢＯＤ＝２００　ＳＳ＝２３０
ＣＯＤ＝１００　Ｔ－Ｎ＝４０　Ｔ－Ｐ＝６

計画　ＢＯＤ＝２００　ＳＳ＝２３０
ＣＯＤ＝１００　Ｔ－Ｎ＝４０　Ｔ－Ｐ＝６

処理場

処 理 場 位 置 八代市鏡町芝口１１番割５５１

処 理 方 式 標準活性汚泥法

処 理 能 力 １３，６００(m3／日) 令和７年度末 １３，６００(m3／日)

  放流水質（mg／㍑） ＢＯＤ＝１５　　ＳＳ＝３０

  敷 地 面 積（ha） 約４．２

放流先

名 称 / 環 境 基 準 二級河川・氷川 八代海（5）　St-9　Ｂ類型（ＣＯＤ３mg/Ｌ以下）

  低 水 流 量 (m3/sec) 現況　２．７９ 下水道整備後　２．７９

18.7ｋｍ

汚水中継ポンプ場（ヶ所） ３ヶ所

注１）鏡町、千丁町は平成１７年８月に八代市と合併、竜北町は宮原町と平成１７年１０月に合併し氷川町となる。
注２）原単位の（　）内は地下水量

幹線管渠
延    長

幹 線 名

   管きょ延長（km）

総 延 長



（別添１－３）八代北部流域下水道　全体図



（別添１－４）八代北部浄化センター配置図

　



余剰汚泥

（堆肥化）

  

⑭土壌脱臭床

⑭土壌脱臭床 ⑭土壌脱臭床
 

（別添１－５）八代北部浄化センターフローシート

⑯氷川へ放流 ⑰場外へ搬出

大　気　へ　放　出

⑮返流水

⑩消化汚泥
貯留槽

④反応タンク

⑤最終沈殿池

⑥紫外線滅菌

⑫汚泥脱水機

⑨汚泥濃縮槽

①流入水

返
送
汚
泥

沈砂池
② 汚水ポンプ井

③最初沈殿池

⑬ケーキ貯留ホッパー

⑪濃縮汚泥貯留槽

⑦余剰汚泥貯留槽

⑧汚泥濃縮機



　（１） 幹線図

八代市 鏡町

八代市 千丁町八代市 千丁町

氷川町 竜北

宇城市 小川町

（別添１－６）八代北部流域下水道 幹線図

氷川町 宮原

宮原Ｐ 流量計



（別添２）

R9 R10 R11

管渠

ポンプ場 測量試験

砂川

土木建築

機械電気設備

処理場 測量試験

沈砂池・ 土木建築

ポンプ棟

機械電気設備

水処理 土木建築

　設備

機械電気設備

汚泥処理 土木建築

　設備

機械電気設備

管理棟

その他
※この計画はあくまでも予定であり、変更することがある

施設増設・更新計画表

管渠改築・更新工事 管渠改築・更新工事 管渠改築・更新工事

耐水化設計

八代北部流域下水道

遠方監視装置更新

汚泥濃縮設備更新設計

汚泥濃縮設備改築更新工事



（別添３－１）水質試験等に関する基準【八代北部流域下水道】

1 水質
試料 ｴｱﾀﾝ混合液 返送汚泥

項目 (系列毎) (系列毎)

水温 ●★3 ●　 ▲　 ●★3 ●★3 ▲★3

外観 ●★9 ▲★3 ●★9 ●★9 ▲　

臭気 ●★9 ▲★3 ●★9 ●★9 ▲　

透視度 ●★9 ●　 ▲★3 ●★4

ｐＨ ●★9 ●★3 ▲★3 ●★9 ●★9 ▲★3

ＳＳ ●★9 ●★3 ▲★3 ●★9

ＣＯＤ ■★9 ■★3 ▲★3 ■★9

ＢＯＤ ▲★9 ▲★3 ▲★3 ▲★9

ATU-BOD ◆　

大腸菌数 ▲　 ▲　 ▲　

全窒素 ▲★4 ▲★4 　★3

全燐 ▲★1 ▲　

アンモニア性窒素 ▲★4 ▲★1 　★3

亜硝酸性窒素 ▲★4 ▲★4 　★3

硝酸性窒素 ▲★4 ▲★4 　★3

燐酸イオン態燐 ▲　 ▲　
ＳＶ(30分沈殿汚泥量) ●★3 　★3

ＭＬＤＯ ●★3

ＭＬＳＳ ●★9

ＳＶＩ ●★3

ＭＬＶＳＳ ▲　

微生物試験 ▲　
ＲＳＳＳ ▲　 ▲★3

ＲＳＶＳＳ ▲　
●：休日を除く毎日
▲：週１回
■：週２回
◆：月１回
★：年４回(５月・８月・１１月・２月)の通日試験。1回の通日試験で右下の数値の回数を実施。

流入水 初沈
終沈放流水
（系列毎）

放流水



（別添３－２）水質試験等に関する基準【八代北部流域下水道】

2 汚泥
試料 脱水ケーキ 脱水ろ液

項目 (ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ) (ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ)
ｐＨ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
有機分(強熱減量) ▲ ▲ ▲ ▲
ＳＳ ▲ ▲
含水率 ▲
ＣＯＤ ▲ ▲
ＢＯＤ ▲
アルキル水銀 ★
総水銀 ★◆
カドミウム ★◆
鉛 ★◆
有機燐 ★
６価クロム ★
ヒ素 ★◆
シアン ★
ポリ塩化ビフェニル ★
トリクロロエチレン ★
テトラクロロエチレン ★
ジクロロメタン ★
四塩化炭素 ★
1.2-ジクロロエタン ★
1.1-ジクロロエチレン ★
シス-1.2-ジクロロエチレン ★
1.1.1-トリクロロエタン ★
1.1.2-トリクロロエタン ★
1.3-ジクロロプロペン ★
チウラム ★
シマジン ★
チオベンカルブ ★
ベンゼン ★
セレン ★
1,4-ジオキサン ★
亜鉛 ◆
ニッケル ◆
クロム ◆
PFOS含有量 ●
PFAS含有量 ●
▲：週１回
★：溶出試験　年４回
◆：含有試験　月１回
●：含有試験　年４回
※脱水汚泥、し渣・沈砂等の処分に当たり、その他必要な項目があれば分析すること。 
　（例：長崎県へ搬出する場合、前年度（11月頃）に表中の溶出試験★、含有試験◆に加え、ダイオキシン類の含有試験を行う必要がある。）

余剰汚泥 重力濃縮汚泥
重力濃縮
分離液

脱水機供給
汚泥



（別添３－３）水質試験等に関する基準【八代北部流域下水道】

３　環境保全項目

測定頻度等 備考

アンモニア

メチルメルカプタン

硫化水素

硫化メチル

二硫化メチル

トリメチルアミン

プロピオン酸

ノルマル酪酸

ノルマル吉草酸

イソ吉草酸

項目 測定施設・測定箇所

悪臭
(右の物質)

八代北部浄化センター
砂川ポンプ場
千丁ポンプ場
宮原ポンプ場

敷地境界（４地点)
敷地境界（１地点)
敷地境界（１地点)

・悪臭防止法その他関係法令に定められた方法で実施
すること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を
勘案した規制基準値を参考に実施すること。

騒音

八代北部浄化センター
砂川ポンプ場
千丁ポンプ場
宮原ポンプ場

敷地境界（４地点)
敷地境界（１地点)
敷地境界（１地点)

年１回
(朝、昼、夕、夜間

各１回)

・騒音規制法その他関係法令に定められた方法で実施
すること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を
勘案した規制基準値を参考に実施すること。

年１回

振動

八代北部浄化センター
砂川ポンプ場
千丁ポンプ場
宮原ポンプ場

敷地境界（４地点)
敷地境界（１地点)
敷地境界（１地点)

年１回
(昼間、夜間

各１回)

・振動規制法その他関係法令に定められた方法で実施
すること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を
勘案した規制基準値を参考に実施すること。



（別添３－４）水質試験等に関する基準【八代北部流域下水道】

4　水質監視試験

　　区　　分

放流水 流入水

1 ｐＨ ★ ★

2 ＢＯＤ ★ ★

3 ＣＯＤ ★ ★

4 ＳＳ ★ ★

5 大腸菌数 ★ ★

6 全窒素 ★ ★

7 全リン ★ ★

8 ｎヘキサン（鉱油類） ★ ★

9 ｎヘキサン（動植物油脂） ★ ★

10 フェノール類 ★ ★

11 銅 ★ ★

12 亜鉛 ★ ★

13 溶解性鉄 ★ ★

14 溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ ★ ★

15 全ｸﾛﾑ ★ ★

16 ｶﾄﾞﾐｳﾑ ★ ★

17 ｼｱﾝ ★ ★

18 有機ﾘﾝ ★ ★

19 鉛 ★ ★

20 六価ｸﾛﾑ ★ ★

21 ヒ素 ★ ★

22 総水銀 ★ ★

23 ｱﾙｷﾙ水銀 ★ ★

24 ＰＣＢ ★ ★

25 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

26 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

27 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ ★ ★

28 四塩化炭素 ★ ★

29 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

30 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

31 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

32 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

33 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

34 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ ★ ★

35 ﾁｳﾗﾑ ★ ★

36 ｼﾏｼﾞﾝ ★ ★

37 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ ★ ★

38 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ★ ★

39 ｾﾚﾝ ★ ★

40 ホウ素 ★ ★

41 フッ素 ★ ★

42 1,4-ジオキサン ★ ★

43 アンモニア性窒素 ★ ★

44 亜硝酸性窒素 ★ ★

45 硝酸性窒素 ★ ★

1 ヒ素（コンポジット） ★

2 PFOS ● ●

3 PFOA ● ●

47 48

★　月２回

●　年４回

※その他、放流水、流入水、河川等について、県が必要と認める検査を実施することとする。

項　目　合  計

水質
備考

　　項　　目

生

活

環

境

項

目

有

害

物

質

項

目

そ
の
他



(別添４－1）　分解整備工事年次計画表

八代北部浄化センター　分解整備工事年次計画（R9～R11）

項　　　目 施工周期(年) 供用開始年度 R９ R１０ R１１

○主ポンプ設備
No.1-1汚水ポンプ 8 H14
No.1-2汚水ポンプ 8 H14
No.2汚水ポンプ 8 H14
No.3汚水ポンプ 8 H17 ○
○沈砂池設備
No.1自動除塵機 8 H17
No.1し渣搬出機 8 H17
No.2し渣搬出機 8 H17
沈砂し渣洗浄機 8 H17
し渣脱水機 8 H17
No.1揚砂ポンプ 8 H17 ○
○最初沈殿池設備
No.1初沈汚泥掻寄機 8 H14
No.2初沈汚泥掻寄機 8 H17 ○
No.1初沈汚泥ポンプ 8 H14 ○
No.2初沈汚泥ポンプ 8 H14 ○
○反応タンク設備
No.1-1散気装置 5 H14
No.1-2散気装置 5 H14 ○
No.1-3散気装置 5 H14 ○
No.1-4散気装置 5 H14 ○
No.2-1散気装置 5 H17
No.2-2散気装置 5 H17
No.2-3散気装置 5 H17
No.2-4散気装置 5 H17 ○
○最終沈殿池設備
No.1終沈汚泥掻寄機 8 H14 ○
No.2終沈汚泥掻寄機 8 H17 ○
No.1返送汚泥ポンプ 8 H14 ○
No.2返送汚泥ポンプ 8 H14 ○
No.3返送汚泥ポンプ 8 H17
No.1余剰汚泥ポンプ 8 H14 ○
No.2余剰汚泥ポンプ 8 H14 ○
○送風機設備
No.1-1送風機 10 H14
No.1-2送風機 10 H14
No.2-1送風機 10 H14
No.2-2送風機 10 H18
○汚泥濃縮貯留設備
No.1汚泥掻寄機 8 H14
No.1重力濃縮汚泥ポンプ 8 H14
No.2重力濃縮汚泥ポンプ 8 H14
No.1余剰汚泥供給ポンプ 8 H20
No.2余剰汚泥供給ポンプ 8 H20
初沈汚泥し渣分離機 8 H15
初沈汚泥し渣脱水機 8 H15
余剰汚泥し渣分離機 8 H20
余剰汚泥し渣脱水機 8 H20
ベルト型ろ過濃縮機 8 H20
○汚泥脱水設備
No.1汚泥脱水機(スクリュープレス式） 5 H14
No.2汚泥脱水機(スクリュープレス式） 5 H20
No.1汚泥供給ポンプ 8 H14
No.2汚泥供給ポンプ 8 H14

○ 機  　械

場
内
施
設



項　　　目 施工周期(年) 供用開始年度 R９ R１０ R１１
○砂川中継ポンプ場
No.1汚水ポンプ（小）(7.5kw) 8 H14 ○
No.2汚水ポンプ（小）(7.5kw) 8 H14
No.1汚水ポンプ(大）(11kw) 8 H20
No.2汚水ポンプ(大）(11kw) 8 H20
破砕機 8 H20
○千丁中継ポンプ場
No.1汚水ポンプ 8 H14 ○
No.2汚水ポンプ 8 H14 ○
No.3汚水ポンプ 8 H22 ○
自動除塵機 8 H22
し渣脱水機 8 H22
○宮原中継ポンプ場
No.1汚水ポンプ 8 R8
No.2汚水ポンプ 8 R8
No.3汚水ポンプ 8 R8
自動除塵機 8 R8
し渣脱水機 8 R8
○マンホールポンプ
古閑出No.1マンホールポンプ 8 R1 ○
古閑出No.2マンホールポンプ 8 R1 ○

○水処理棟
非常用発電機 8 R5
蓄電池設備（発電機用） 8 R5
電気設備 6 H14
蓄電池設備（直流電源設備用） 13 R7
○管理棟
電気設備 6 R7
蓄電池設備（直流電源設備用） 9 R7
蓄電池設備（UPS設備用） 13 R1
○砂川中継ポンプ場
非常用発電機 8 H20
蓄電池設備 8 H20
○千丁中継ポンプ場
非常用発電機 8 H22 ○
蓄電池設備 8 H22 ○
○宮原中継ポンプ場
非常用発電機 8 R8
蓄電池設備 8 R8

※これは予定であり、実際の施工は変更することがある。

場
外
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○ 電  　気

場
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施
設



○ 機　械
○ 主ポンプ設備

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.3汚水ポンプ
2 型式 KSDN-350
3 製造番号 1C-5302-03A
4 製造者 （株）クボタ
5 設置場所 沈砂池ポンプ棟
6 供用開始年度 H17
7 仕様 φ350×13.5m3/min×20m×75kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①水中ケーブル（動力用）（2本）、②ケーブル押え（動力用）（2個）、③
水中ケーブル（制御用）（1本）、④ケーブル押え（制御用）（1個）、⑤
ケーシングラーナー（1個）、⑥逆転止め（1個）、⑦メカニカルシール
（上・下）（2組）、⑧羽根車ナット（1個）、⑨羽根車ナットビス（1個）、⑩
玉軸受（1個）、⑪コロ軸受（1個）、⑫軸受ナット（1個）、⑬軸受座金（1
個）、⑭羽根車キー（1個）、⑮浸水検知器（1個）、⑯Ｏリング（（1）～
（7））（1台分）、⑰Ｃ型止め輪（1個）、⑱フェルトリング（1個）、⑲吊り
チェーン（1組）、⑳隔膜式連成計（1組）、㉑その他消耗品（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

○ 沈砂池設備

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1揚砂ポンプ
2 型式 無閉塞型水中ポンプNKZ3-80H
3 製造番号 H-10043465
4 製造者 (株)鶴見製作所
5 設置場所 沈砂池ポンプ棟
6 供用開始年度 H17
7 仕様 φ80×0.3m

3
/min×22m×5.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）本体取替（1式）
型式：MKZ35.5-61

仕様：φ80×0.3m
3
/min×22m×5.5kW×4P×400V×60Hz、羽根車材

質（HiCr）
その他：①ケーブル長（10m）
（2）産廃処分（1式）

○ 最初沈殿池設備

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2初沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 J00R0100
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最初沈殿池（2系）
6 供用開始年度 H17

7 仕様
・水路幅4,800㎜×長14,000㎜×水深3,000㎜、掻寄速度：0.6m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6160DB-TL
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①軸受（7個）、②偏心軸受（2個）、③オイルシール（2個）、④パッキン
（A、B、C）（各1個）、⑤パッキン（TL用）（2個）、⑥低速軸カラー（1個）、
⑦外ピン（104個）、⑧ディスタンス（2個）、⑨平行キー（両丸、片丸）（各
1個）、⑩Vリング（1個）、⑪M4防振ナット（4個）、⑫その他消耗品等（1
式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

（別添４－２）



1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1初沈汚水ポンプ
2 型式 クロレス型無閉塞汚泥ポンプ80ULKGR
3 製造番号 J00R009935
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最初沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ80×0.5m

3
/min×6m×925rpm×2.2kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①主軸（1個）、②キー（1個）、③メカシール用スリーブ（1個）、④玉軸受
（2個）、⑤水切リング（1個）、⑥メカニカルシール（1組）、⑦オイルシー
ル（2個）、⑧Oリング（1個）、⑨ガスケット（3個）、⑩軸受ナット（1個）、
⑪軸受座金（1個）、⑫液面計（1個）、⑬空気抜き（1個）、⑭Vプーリー
（ポンプ側）（1個）、⑮Vプーリー（ポンプ側）用ブッシング（1個）、⑯V
プーリー（モーター側）（1個）、⑰Vプーリー（モーター側）用ブッシング（1
個）、⑱Vベルト（2本）、⑲モーターベアリング（2個）、⑳その他消耗品
等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2初沈汚水ポンプ
2 型式 クロレス型無閉塞汚泥ポンプ80ULKGR
3 製造番号 J00R009935
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最初沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ80×0.5m

3
/min×6m×925rpm×2.2kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1初沈汚水ポンプと同様

○ 反応タンク設備

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1-2散気装置
2 型式 DSR-140DP
3 製造番号 J00R009932
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第2槽）
6 供用開始年度 H14

7 仕様 ・送風量：13Nm
3
/min、給気管口径：150A

・電動機：3φ×11kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
（本体部）
①メカニカルシール
（減速機部）
①低速軸、②タイヨウ歯車、③ユウセイ歯車、④ウチ歯車、⑤軸受、⑥
ユウセイ枠、⑦カップリング
（電動機部）
①ケーブル、②軸受、③スリーブ、④ブラケット
（その他）
①消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）



1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1-3散気装置
2 型式 DSR-100DP
3 製造番号 J00R009933
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第3槽）
6 供用開始年度 H14

7 仕様 ・送風量：6Nm
3
/min、給気管口径：100A

・電動機：3φ×5.5kW×4P×400V×60Hz
8 整備内容 No.1-2散気装置と同様

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1-4散気装置
2 型式 DSR-140DP
3 製造番号 J00R009934
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第4槽）
6 供用開始年度 H14

7 仕様
・送風量：13Nm

3
/min、給気管口径：150A

・電動機：3φ×11kW×4P×400V×60Hz
8 整備内容 No.1-2散気装置と同様

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2-4散気装置
2 型式 DSR-140DP
3 製造番号 J03R019234
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 反応タンク（2系第4槽）
6 供用開始年度 H17

7 仕様
・送風量：13Nm3/min、給気管口径：150A
・電動機：3φ×11kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-2散気装置と同様

○ 最終沈殿池設備

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1終沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 J00R0099
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池（1系）
6 供用開始年度 H14

7 仕様
・水路幅4,800㎜×長39,000㎜×水深3,500㎜、掻寄速度：0.3m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-4170DB-TL
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容

（1）減速機分解整備（1式）
（2）部品取替
①軸受（7個）、②偏心体用軸受（1個）、②偏心軸受（1個）、③オイル
シール（2個）、④パッキン（A、B、C）（各1個）、⑤パッキン（TL用）（2
個）、⑥低速軸カラー（1個）、⑦偏心体（1個）、⑧外ピン（74個）、⑨当
金（2個）、⑩平行キー（両丸、片丸）（各1個）、⑪ディスタンス（1個）、⑫
Vリング（1個）、⑬M4防振ナット（4個）、⑭その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）



1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2終沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 J03R0192-4-2-1（※機器識別番号）
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池（2系）
6 供用開始年度 H17

7 仕様
・水路幅4,800㎜×長35,000㎜×水深3,500㎜、掻寄速度：0.3m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-4170DB-TL
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容 No.1終沈汚泥掻寄機と同様

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1返送汚水ポンプ
2 型式 吸込スクリュー式汚泥ポンプ150IFMZGR
3 製造番号 J00R009936
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ150×2.m

3
/min×4m×1,250rpm×5.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①軸スリーブ、②ベアリング、③メカニカルシール、④Vベルト、⑤Vプー
リー、⑥モーターベアリング、⑦その他消耗品等
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2返送汚水ポンプ
2 型式 吸込スクリュー式汚泥ポンプ150IFMZGR
3 製造番号 J00R009936
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ150×2.4m

3
/min×4m×1,250rpm×5.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1返送汚水ポンプと同様

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.1余剰汚水ポンプ
2 型式 吸込スクリュー式汚泥ポンプ80IFMZHR
3 製造番号 J00R009937
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ80×0.5m

3
/min×5m×965rpm×2.2kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①軸スリーブ、②ベアリング、③メカニカルシール、④Vベルト、⑤Vプー
リー、⑥モーターベアリング、⑦その他消耗品等
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 八代北部浄化センター　No.2余剰汚水ポンプ
2 型式 吸込スクリュー式汚泥ポンプ80IFMZHR
3 製造番号 J00R009937
4 製造者 (株)荏原製作所
5 設置場所 最終沈殿池
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ80×0.5m

3
/min×5m×965rpm×2.2kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1余剰汚水ポンプと同様



○ 千丁中継ポンプ場

1 設備名称 千丁中継ポンプ場　No.1汚水ポンプ
2 型式 CWF150-P
3 製造番号 0504-881
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 千丁中継ポンプ場
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ150×2.0m

3
/min×13.4m×7.5kW×200V×4P×60Hz

8 整備内容

（1）本体取替（脱着既設流用）（1式）
型式：CWF1502-P（フライホイール内蔵）

仕様：φ150×2.0m
3
/min×13.4m×7.5kW×200V×4P×60Hz、羽根車

材質（SCS13）
その他：①ケーブル長（40m）、②チェーン（SUS304、14m）、③スライド、
④ベルマウス
（2）産廃処分（1式）

1 設備名称 千丁中継ポンプ場　No.2汚水ポンプ
2 型式 CWF150-P
3 製造番号 0504-882
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 千丁中継ポンプ場
6 供用開始年度 H14
7 仕様 φ150×2.0m

3
/min×13.4m×7.5kW×200V×4P×60Hz

8 整備内容 No.1汚水ポンプと同様

1 設備名称 千丁中継ポンプ場　No.3汚水ポンプ
2 型式 CWF1502G-P（フライホイール付吸込スクリュー水中汚水ポンプ）
3 製造番号 1167-962
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 千丁中継ポンプ場
6 供用開始年度 H22
7 仕様 φ150×1.7m

3
/min×15.5m×7.5kW×200V×4P×60Hz

8 整備内容

（1）本体取替（脱着既設流用）（1式）
型式：CWF1502G-P（フライホイール内蔵）

仕様：φ150×1.7m
3
/min×15.5m×7.5kW×200V×4P×60Hz、羽根車

材質（SCS13）
その他：①ケーブル長（50m）、②チェーン（SUS304、6m）、③スライド、
④ベルマウス
（2）産廃処分（1式）

1 設備名称 古閑出マンホールポンプ場　No.1マンホールポンプ
2 型式 CWF1502-P
3 製造番号 1895-796
4 製造者 新明和工業㈱
5 設置場所 古閑出マンホールポンプ場
6 供用開始年度 R1
7 仕様 φ150×2.053m

3
/min×12.0m×7.5kW×4P×200V×60Hz×33A

8 整備内容

（1）分解整備（1式）
（2）部品取替
①動力ケーブル（30m）、②浸水ケーブル（30m）、③オートカット（1個）、
④ベアリング（上、下）（各1個）、⑤ニロスリング（1個）、⑥メカニカル
シール（1個）、⑦メカニカルシールブラケット（1個）、⑧ガイドリング（1
個）、⑨底フタ（1個）、⑩羽根車（1個）、⑪ロックボルト（1個）、⑫平行
キー（1個）、⑬軸受ナット（1個）、⑭軸受座金（1個）、⑮シール部品（1
台分）、⑯シム（10個）、⑰その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）



1 設備名称 古閑出マンホールポンプ場　No.2マンホールポンプ
2 型式 CWF1502-P
3 製造番号 1895-797
4 製造者 新明和工業㈱
5 設置場所 古閑出マンホールポンプ場
6 供用開始年度 R1
7 仕様 φ150×2.053m

3
/min×12.0m×7.5kW×4P×200V×60Hz×33A

8 整備内容 No.1マンホールポンプと同様

○ 電　気
○ 千丁中継ポンプ場

1 設備名称 千丁中継ポンプ場　非常用発電機
2 型式 機種AP95C、エンジン6B105T-GL
3 製造番号 OMT-0153
4 製造者 ヤンマーエネルギーシステム(株)
5 設置場所 千丁中継ポンプ場
6 供用開始年度 H22
7 仕様 発電機：62.5kVA×200V×60Hz、機関：107kW×1,800rpm

8 整備内容

（1）分解整備備（メーカーF点検程度）（各種試験を含む）（1式）
①燃料噴射ポンプ分解整備、②発電機制御盤点検、③その他
（2）部品取替（潤滑油脂類を含む）（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 千丁中継ポンプ場　蓄電池設備（発電機用）
2 型式 制御弁式据置鉛蓄電池REH24-12
3 製造番号 ROQAVC-2
4 製造者 (株)ＧＳユアサ
5 設置場所 発電機盤
6 供用開始年度 H22
7 仕様 容量V-Ah：24-24（10時間率）、12セル

8 整備内容
（1）蓄電池取替（12セル）
（2）産廃処分（1式）





八代北部流域下水道の管理運営に関する協定書（案） 
 

熊本県（以下「甲」という。）と＿＿＿＿（以下「乙」という。）とは、八代北部流域下

水道（以下「流域下水道」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業務」とい

う。）について、次の条項により協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、熊本県下水道事業の設置等に関する条例（昭和６３年熊本県条例第

３８号。以下「条例」という。）第１６条の規定により指定管理者に指定された乙が行う

管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 甲は、条例第１７条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を乙に行わせる。 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視に関する業務 

(２) 流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び修繕に関する業務 

(３) その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、別記１「八代北部流域下水道指定管理者業務仕様書

（以下「仕様書」という。）」に定めるとおりとする。 

 

（管理物件） 

第３条 乙が管理する施設、設備、物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、仕様書

及び別に甲が提示する下水道台帳、物品台帳等によるものとする。 

２ 乙は、管理物件を常に善良なる管理者の注意を持って管理しなければならない。 

 

（指定管理者の責務） 

第４条 乙は、次に掲げる関係法令及び条例その他の関係規程等並びにこの協定の定める

ところに従い信義に沿って誠実にこれを履行し、流域下水道が安全、安定的かつ効率的

に運営されるように管理しなければならない。 

(１) 下水道法、条例ほか下水道関係法令 

(２) 水質汚濁防止法、水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき排水基準を定める

条例ほか水質規制関係法令 

(３) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律ほか下水汚泥等に係る廃棄物処理関係法令 

(４) 大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法ほか環境保全関係法令 

(５) 地方自治法ほか行政関係法令 

(６) 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

(７) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律、水道法、建築基準法、消防法、

電気事業法、建設業法その他の施設、設備維持管理又は保守点検に関する法令 

(８) その他 

ア 乙は、流域下水道の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個人情報の

保護に関する法律第６６条第２項第２号の規定に従い、第２０条において定める安

全確保の措置を講じること。 

イ 管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等は、適正に管理し、５年間

保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とすること。 

ウ 乙は、管理業務の実施に当たっては、エネルギーの使用の合理化に関する法律等

の関係法令を踏まえ、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に努めるとと

もに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進及び廃棄物の適正処理に努めること。   



 また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

エ 仕様書に定める性能基準を維持達成するため、下水道施設の運転管理を適切に行

うこと。 

オ 施設設備の維持管理及び物品等の調達管理等を適切に行うこと。 

カ 見学者対応その他の外来者対応業務等のため、通常業務日の日中勤務時間中は終

末処理場内に常時人員を配置すること。 

２ 乙は、見学者等の被災に対する第一次責任を有し、施設又は見学者等に災害があった

場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

３ 乙は、管理業務の継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やか

に甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（指定の期間） 

第５条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和９年（２０２７年）４月１日か

ら令和１２年（２０３０年）３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第６条 管理業務に対する委託料（以下「委託料」という。）の額は、次の表のとおりとす

る。ただし、令和１０年度から令和１１年度については、対象年度の予算の範囲内で変

更することがある。 

対象年度 委 託 料 の 額 

令和 ９年度（２０２７年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 

令和１０年度（２０２８年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 
令和１１年度（２０２９年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 

 

２ 各事業年度当初に甲乙協議したうえで委託料の支払計画書を作成し、その計画に従っ

て、乙は請求し、甲は、四半期ごとの前払いにより委託料を支払うものとする。 

３ 甲は、前項の規定による適法な支払請求書を受理した日から、３０日以内に委託料を

乙に支払うものとする。 

 

（委託料の額の変更） 

第７条 各年度において、流入水量実績が仕様書に規定する流入予測水量に対して１００

０分の２５を超える相違が見込まれる場合は、甲又は乙は、相手方に対して流入水量に

より変動を受ける費用（薬品費、汚泥処分費等）について、委託金額の変更を請求する

ことができる。 

 なお、委託金額の変更を請求する場合は、変更を要する根拠等を記した書面によらな

ければならない。 

 また、変更する額及び支払期間については、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

２ 乙が仕様書第４条に掲げる性能基準を達成できない場合等については、甲は、委託料

の額を減額することができる。 

３ 前２項のほか、委託料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度、甲

乙協議のうえ、定めるものとする。 

 

（リスク分担） 

第８条 管理業務に関するリスク分担については、別記２のとおりとする。 

２ 前項に定める事項に疑義がある場合又は同項に定める事項以外の不測のリスクが生じ



た場合は、甲乙協議のうえリスク分担を決定する。 

 

（事業計画書等の提出） 

第９条 乙は、各年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる内容を記載

した事業計画書を甲に提出しなければならない。 

(１) 管理運営の体制 

(２) 管理の概要及び実施する時期 

(３) 管理運営に要する経費の総額及び内訳 

(４) その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、前項の事業計画書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をすること

ができる。 

 

（業務報告） 

第10条 乙は、毎月終了後１５日以内に次に掲げる事項を甲に報告するものとする。 

(１) 業務日誌記録事項の月集計（流入水、放流水の水量及び水質、下水及び汚泥の処

理処分状況、下水及び汚泥の分析結果、電力等調達管理状況等） 

(２) 各流量測定システムごとの流量の月集計 

(３) 運転操作、保守点検、維持補修、調整、給油、部品交換等の状況等 

(４) 事故、故障、苦情の状況及びその対応結果等 

(５) 施設見学者及び視察者の状況 

(６) その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項に掲げるもののほか管理業務及

び経理の状況に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を

することができる。 

 

（事業報告） 

第11条 乙は、毎事業年度終了後１か月以内に管理業務に係る事業報告書を甲に提出し、

その承認を得なければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

(１) 管理業務実施状況の概要 

(２) 管理経費の収支決算 

(３) 事業年度終了時の施設機能確認状況 

(４) その他甲が必要と認める事項 

３ 甲は、施設の良好な管理状況を確保するため、管理業務の水準を示す適正な指標を設

定し、乙は、第１項の事業報告書と合わせ、指標に対する管理業務の進捗状況を甲に提

出しなければならない。 

４ 乙は、第１項の事業報告書と併せ、前条第１項の規定による報告事項の年集計結果そ

の他必要な事項を記載した業務年報を甲に提出しなければならない。 

５ 乙は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかにし

ておくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 

６ 甲は、事業報告書その他報告書等に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

 

（情報公開） 

第 12 条 乙は、施設の管理及び運営に関する情報の公開を行うため必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 



 

（指定の取消し等） 

第13条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の指定を

取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止させ、支払った経費の全部若しくは

一部を返還させ、及びこれらにより生じた損害の賠償を命じることができる。 

(１) 本協定に違反したとき。 

(２) 管理業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

(３) 乙の代表者等が指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に規定する排除措

置の対象者であると認められたとき。 

(４) 募集要項に定めた参加資格に掲げる要件を欠くこととなったとき、財務状況の悪

化等により管理業務の履行が確実でないと認められるとき、又は社会的信用を著し

く損なうなど乙が指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

(５) 前各号のほか乙が流域下水道の指定管理者として管理業務を継続することが適

当でないと認められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その３か月前までに甲の承

認を得なければならない。 

３ 甲は、第１項に定める場合のほか、必要があるときは、管理業務の全部又は一部を廃

止することができる。この場合においては、甲は、廃止しようとする日の３０日前まで

に乙に通知しなければならない。 

４ 前２項の規定により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償につ

いては、甲、乙協議して定める。 

 

（天災等による施設供用の休止等） 

第 14 条 甲は、天災その他やむを得ない事由により流域下水道の施設の全部又は一部を

利用させることができないと認めるときは、当該施設の全部又は一部の供用を休止する

ため、甲は、指定管理者の指定を取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止す

ることができる。 

２ 乙は、前項の事由により流域下水道の施設の全部又は一部を利用させることができな

いと認めるときは、甲の承認を得て当該施設の全部又は一部の供用を休止することがで

きる。 

 

（原状回復義務） 

第15条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を

定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった

施設又は設備を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、甲の承認を得たとき

は、この限りでない。 

 

（損害の賠償） 

第16条 乙は、管理業務の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由により甲又は第三者に損

害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、

甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

 

（保険契約） 

第17条 乙は、甲が指定する期日までに、自己の負担により損害賠償責任の履行の確保の

ため、保険契約を締結するものとする。 



２ 乙は、前項の規定による保険契約を締結したときは、保険証券の写しその他の契約内

容を証する書面を、遅滞なく甲に提出するものとする。 

３ 乙が第１項の保険契約の変更を行ったときは、前項の規定を準用する。 

 

（再委託の禁止） 

第18条 乙は、管理業務を他者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、第２条

第１項１号に規定する運転操作及び監視に関する業務を除く管理業務について、あらか

じめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（個人情報の保護） 

第19条 乙は、管理運営業務を実施するに当たっての個人情報の取扱いについては、別記

３「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（流域下水道施設等の使用） 

第20条 乙は、管理物件を除く流域下水道の施設、設備及び物品を使用するときは、甲の

承認を得なければならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第21条 乙は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく甲に

届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第22条 乙は、管理業務に必要な諸規則及び非常時（緊急時、異常時等）の体制を整備し、

これを甲に届け出なければならない。 

 

（業務の引継ぎ等） 

第 23 条 乙は、指定期間が満了し、又は指定管理者の指定を取り消されたときは、円滑

に、かつ、支障なく管理業務が継続できるよう、甲又は甲が指定する者に対して、管理

業務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 甲が、指定期間の満了等により、新たに指定管理者の募集等を行う場合において、乙

は、甲の求めに応じて、乙による管理業務の実施状況等に関する情報を提供しなければ

ならない。 

 

（協定の改定） 

第24条 管理業務に関し、事情が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、甲乙協

議のうえ、この協定を改定することができる。 

 

（協議） 

第25条 この協定に関し疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、

その都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１

通を所持する。 

 

令和＿年（＿＿＿＿年）＿月＿＿日 

 



甲  熊本県 

代表者 熊本県知事 木村 敬 

 

乙  （住所） 

（名称） 

               （代表者氏名） 
 



別記２ 
リスク分担表 

 

種類 内        容 
負 担 者 

県 
指定管理

者 

物価変動 人件費、物件費等の物価の変動に伴う経

費の増加及び減少 
△（※１） 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 

 
 ○ 

周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

地域との協調 

 
 ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民及

び施設利用者等からの反対、訴訟、要望

への対応 

 ○ 

上記以外 

 
○  

法令の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 

 
○  

指定管理者制度に影響を及ぼす法令変更 

 
 ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 

 
○  

一般的な税制変更 

 
 ○ 

政治、行政的理由

による事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営

業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費における当

該事情による増加経費負担 

 

○ 

 
 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落

盤、火災、争乱、暴動その他の県又は指

定管理者のいずれの責めにも帰すことの

できない自然的又は人為的な現象）に伴

う、施設、設備の修復による経費の増加 

 

○  

書類の誤り 仕様書等県が責任を持つ書類の誤りによ

るもの 
○  

事業計画書等指定管理者が提案した内容

の誤りによるもの 
 ○ 

資金調達 経費の支払い遅延（県→指定管理者）に

よって生じた事由 
○  

経費の支払い遅延（指定管理者→業者）

によって生じた事由 

 

 

 ○ 



種類 内        容 
負 担 者 

県 
指定管理

者 

施設・設備の損傷 建築物の損傷で経年劣化によるもの（小

規模なもの（注）） 
 ○ 

      〃          （上記以外） 

 
○  

経年劣化の程度を超えた劣化、損傷 

 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が

特定できないもの（小規模なもの(注)） 

 

 
○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が

特定できないもの（上記以外） 
○  

資料等の損傷 管理者としての注意義務を怠ったことに

よるもの 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三

者が特定できないもの（小規模なもの(※

２)） 

 ○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三

者が特定できないもの（上記以外） 
○  

第三者への賠償 管理者としての注意義務を怠ったことに

より損害を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 

 
○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい又は犯罪発生 

 
 ○ 

事業終了時の費用 

 

指定管理業務の期間が終了した場合又は

期間中途における業務を廃止した場合に

おける事業者の撤収費用 

 ○ 

指定管理者が保障

すべき性能（放流

水質）の未達 

流入水量が想定範囲内かつ悪質な流入水

が認められない場合 
 ○ 

流入水量が想定範囲を超過した場合又は

悪質な流入水が認められた場合で、指定

管理者の性能達成に向けた対応が可能で

ある場合 

 

 ○ 

流入水量が想定範囲を超過した場合又は

悪質な流入水が認められた場合で、指定

管理者の性能達成に向けた対応が不可能

又はやむを得ない事由があると認められ

る場合 

 

○  

（注）△は別途、県との協議が必要。 

（※1）「熊本県公の施設の指定管理者制度に係る運用指針 別冊 指定管理者制度導入施設におけるス

ライド方式運用マニュアル（令和8年9月2日）」に定める方法により指定管理料を変動させる。 

（※2）「小規模なもの」とは、施設・設備等の機能や財産的な現在価値に影響を及ぼさない程度のもの

で、塗装、防錆、簡易な修繕等により回復可能なもの。  



別記３ 

個人情報取扱特記事項                               

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条

第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による

業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適

正に取り扱わなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

 （責任体制の整備） 

第３ 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 

 

（責任者等の届出） 

第４ 乙は、この協定による個人情報の取扱いに係る責任者（以下「個人情報保護責任者」

という。）及び業務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、書面により甲に

報告しなければならない。 

２ 乙は、個人情報保護責任者又は作業従事者を変更する場合は、あらかじめ甲に報告し

なければならない。 

３ 乙は、定めた個人情報保護責任者又は作業従事者以外の者が当該個人情報を取り扱う

ことがないようにしなければならない。 

 

 （保有の制限） 

第５ 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を保有するときは、甲の指示を受

け又は事前の承諾を得た上で、その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法か

つ公正な手段により行わなければならない。 

 

 （安全管理措置） 

第６ 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失及び

き損の防止その他個人情報の安全管理のため、ＢＣＣ（ブラインド・カーボン・コピー）

によるメール送付の徹底、複数の職員による確認やチェックリストの活用、適正なサイバ

ーセキュリティ水準の確保等の措置その他必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 

（作業場所の特定） 

第７ 乙は、この協定による業務を処理するため個人情報を取り扱うときは、その作業を

行う場所を明確にし、あらかじめ書面により甲に報告しなければならない。 

 

 （利用及び提供の制限） 

第８ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この協定による業務に関して知

ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはなら

ない。 

 



 （複写又は複製の禁止） 

第９ 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等を、甲の指示又は事前の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

 （持出しの制限） 

第１０ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この協定による業務に関し取

り扱う個人情報を作業場所から持ち出してはならない。 

 

 （再委託の禁止） 

第１１ 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

甲が承諾した場合を除き、第三者（乙に子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）がある場合にあっては、当該子会社を含む。以

下同じ。）にその処理を委託してはならない。 

２ 乙は、甲の承諾により、第三者に個人情報を取り扱う事務を委託する場合は、甲が乙

に求める個人情報の保護に関する必要な措置と同様の措置を当該第三者に講じさせなけれ

ばならない。 

 

 （派遣労働者の利用時の措置） 

第１２ 乙は、この協定による業務を派遣労働者によって行わせる場合は、当該派遣労働

者に本協定に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、乙は、甲に対して、当該派遣労働者の全ての行為及び

その結果について責任を負うものとする。 

 

 （資料等の返還等） 

第１３ 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙が保有し

た個人情報が記録された資料・電子媒体等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡

すものとする。また、乙が管理する機器等に記録された電子情報については、適正に消去・

廃棄した旨の報告を書面で提出するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その

指示に従うものとする。 

 

 （作業従事者への周知） 

第１４ 乙は、作業従事者に対して、在職中及び退職後において、この業務に関して知る

ことのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、協定の目的以外の目的に使用して

はならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項及び個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）第１７６条又は第１８０条の規定に該当した場合は罰則の適

用があることを周知するものとする。 

 

 （指示・報告） 

第１５ 甲は、乙がこの協定による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保す

るため、乙に対して必要な指示を行い、又は本特記事項の遵守状況等、必要な事項の報告

若しくは資料の提出を求めることができるものとする。 

 

 （実地調査） 

第１６ 甲は、必要があると認めるときは、乙における管理体制及び実施体制並びに個人

情報の管理の状況について随時実地に調査することができる。 

 



 

 （事故発生時の対応） 

第１７ 乙は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生

したおそれがある場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに甲に対

して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を報告し、

甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等の事故が発生した場合には、被害拡大の防止、復旧、再発防止

等のために必要な措置を迅速かつ適切に実施しなければならない。 

３ 甲は、第１項の漏えい等の事故が発生した場合には、必要に応じて当該事故に関する

情報を公表することができる。 

 

（協定解除及び損害賠償） 

第１８ 甲は、乙が本特記事項の内容に反していると認めたときは、協定の解除及び損害

賠償の請求をすることができるものとする。 

 


